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抄録：経済のサービス化が深化し、経済産業省が公表している第3次産業活動指数の重要性が増していると思われる。
そこで、本稿はその総合指数の季節調整済指数及び原指数について、昭和53年（1978年）4-6期以降のリアルタイムデータ
を作成し、改定が予測誤差か計測誤差なのかを検証した。その結果、季節調整済指数で速報値から最終確定値への改定はど
の基準でもおおむね計測誤差であることが得られた。一方、原指数で現行の平成22年基準は予測誤差であるが、過去の
基準年ではおおむね計測誤差であることが得られた。したがって、利用するデータが同じ期間でも公表がいつの時点かに
よって、景気判断や政策評価において重大な誤謬の要因となり得る。
（別刷請求先：杉本良平）
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緒言
GDPは公表された後に何度か改定され、1次速報値と
その後の改定値で成長率がプラスとマイナスで逆となり、
景気判断や政策評価が当初と事後で異なる場合がある。
藤原・小川（2016）によれば、内閣府と日本銀行とで2014年
度の名目GDPが約30兆円の差（内閣府が約490兆円、日本
銀行が約519兆円）、実質成長率は内閣府が－1.0%のマイ
ナス成長であるのに対し、日本銀行が2.4%のプラス成長で
あり、その違いが論争になったことは記憶に新しい。また、
斉藤（2017）は、2016年12月にGDP統計（国民経済計算）が
1993SNAから2008SNAへの移行を含んだ平成17年基準
から平成23年基準への基準改定（1）により、名目GDPが
1994年度からすべての年度で上方改定されたと指摘して
いる。例えば、2015年度のGDPは532.2兆円で約31.6兆円
の上方改定となり、過去のピークは1997年7-9月期であっ
たが、2016年7-9月期になったと述べている。実質GDPに
ついては、2013年度以降に大きく上方改定されたと指摘し
ている。具体的には、2013年度の成長率は2.0%から2.6%、
2014年度は－0.9%から－0.4%、2015年度は0.9%から1.3%
にそれぞれ改定されたとしている。
さらに、内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平成
28年7月26日経済財政諮問会議提出）では、例えばベース
ラインケースで2017年から2020年までを概観すると、
実質GDP成長率は0.8%から1.2%までであるのに対し、
GDPが基準改定された後の同資料（平成29年1月25日経
済財政諮問会議提出）では、0.9%から1.5%までとおおむね
上方改定になっている。名目GDPについては、2023年に
は600兆円を超える試算となっている。
このように、データの改定により、経済の実態及び予測
は異なってくることを意味し、改定前のデータに基づく
政策責任者の実態把握や政策提言は、重大な誤謬の要因の
1つとなり得る。したがって、利用するデータについては、
いつ公表されたものであるかが重要であると考えられる。
各時点で当時利用可能なデータはリアルタイムデータとい
うのに対し、現時点で利用可能なデータはファイナルデー
タという。後述するように、データ改定に関する先行研究
は、代表的にアメリカではCroushore（2011）、Mankiw and 
Shapiro（1986）、Mankiw et al.（1984）があるが、日本では
飯塚（2017）、小巻（2015）、河越（2007）、関野（2007）が挙げ
られ、GDPの改定に関するものが多い。しかしながら、
経済のサービス化が進み、景気動向の把握及び分析を行う
に当たっては、第3次産業の動向の重要性が増していると
考えられる。内閣府「平成28年度国民経済計算年次推計（フ
ロー編）」（平成29年12月22日公表）で、経済活動別（産業別）
のGDP構成比（名目）によれば、平成28暦年で第1次産業
が1.2%、第2次産業が26.8%、第3次産業が72.0%となっ
ており、第3次産業の割合が約7割を占めている。また、
勝浦（1995）は、第3次産業活動指数と景気変動の関係につ
いて検討している。鉱工業生産指数はモノ（特に製造業）の
生産動向を示しており、経済全体の景気指標として利用さ
れ、景気判断にとっても重要であることを述べている。
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本稿の目的は、前述のMankiw and Shapiro（1986）、小巻
（2015）と同様に、データの改定が予測誤差（ニュース）か
計測誤差（ノイズ）なのかについて検討する。Mankiw and 
Shapiro（1986）によれば、予測誤差はその当時利用できる
すべての情報をしたものであり、合理的な予測になってお
り、改定の予測は不可能である。それに対し、計測誤差は暫
定的な推定値（例えば、速報値）において、サンプルが小さ
いか代表的ではないため、改定値（例えば、最終確定値）で
はサンプルを大きくするか、代表的なサンプルを取り入れ
るか、又は誤った回答の修正等によって生じるものである。
もちろん、景気判断や政策判断及び評価をするためには、
第3次産業活動指数以外のGDPや鉱工業生産指数等の多く
の経済データから総合的に判断する必要があるが、もし、
改定が計測誤差であれば、速報値による景気判断や政策判
断は望ましいとはいえなく、データの利用には注意が必要
であることを示している。
本稿の問題意識は、第3次産業活動指数（総合指数）にお
けるデータをいかに捕捉するのかではなく、データの改定
について取り上げ、速報値をもとにその後に改定される
データが合理的であり、速報値が最終確定値と同じ推定値
といえるかどうかを明らかにすることである。また、速報
値から暫定確報値、暫定確報値から確報値、確報値から年間
補正値への個々の改定についても取り上げる。この論文の
比較優位は、これまで取り上げられてこなかった第3次産
業活動指数（総合指数）に注目し、季節調整済指数だけでは
なく、原指数にも注目することである。また、分析対象期間
については、現行の平成22年基準のデータだけではなく、
公表が開始された昭和53年（1978年）4-6月期（公表は同年
10月20日）から平成30年（2018年）2月（公表は同年4月20日）
に公表されたデータであり、各四半期又は各月で当時利用
可能であったリアルタイムデータを再現し、5年ごとの基準
改定を踏まえて分析を試みることである。この研究は、
景気の現状の的確な把握、景気予測の説得性及び景気対策
の策定にとって重要なものの1つであると考えられる。
研究対象及び方法
1．先行研究と本研究の位置づけ
第3次産業活動指数は、これまであまり注目されておら
ず、それに関する研究は少ないのが現状であり、本節ではリ
アルタイムデータに関する先行研究を紹介する。代表的な
先行研究は、Zellner（1958）を嚆矢とし、Croushore（2011）
やCroushore and Stark（2001）等がある。具体的には、
Croushore（2011）は、マクロ経済学者にとってマクロ
モデルや実証研究、政策分析及び予測については、データ
の改定が小さいと想定しているが、データの改定によっ
てどの程度の影響があるのかをまとめている。もし、
政策分析や予測を行うならば、分析時点での最新データ
であるファイナルデータを用いるのではなく、その当時
利用可能であったリアルタイムデータを用いるべきだと
主張している。データの改定の研究は、主にGDP、鉱工
業生産指数等がある。
① GDP
Faust et al.（2005）では、G7のGDPの改定はかなり大き
く、アメリカの改定は予測ができなく予測誤差であるが、
イタリア、日本等の他国はデータの改定が予測でき、計測
誤差であるとしている。データはOECDのMain Economic 
Indicators（MEI）からのものであり、1965年から1997年
までの四半期別GDPデータの伸び率を使用している。分析
に当たっては、速報値を公表した後の2年後までのデータを
短期改定、1997年時点のデータを長期改定と区別している。
飯塚（2017）は、2002年第2四半期から2015年第1四半
期までの実質GDPとそのコンポネントの季節調整系列と
原系列（ともに前期比）を検討している。その結果、1次速
報から確報値への改定は、実質GDPとその内訳の総固定
資本形成が計測誤差であることを示している。このことは、
需要側のデータから推計する1次速報と供給側のデータか
ら用いる確報との間で、推計値には違いがあり、推計の
改善の余地があることを指摘している。河越（2007）は、
2002年8月公表分から2007年2月公表分までの実質GDP
成長率について、1次速報から2次速報への改定及び1次速
報から最新値への改定は、計測誤差であると述べている。
関野（2007）は、日本の実質GDP成長率（季節調整済系列、
対前年比）について、速報値から確報値への改定が予測誤
差か計測誤差なのかを検討している。分析対象期間は
1993SNAに移行した2000年7-9月期の1次速報から2006年
7-9月期の2次速報までである。その結果、2002年の新QE
以前は計測誤差であるが、それ以降は予測誤差の要因が
大きいとしている。権田（2015）は、リーマンショックによ
る景気後退期及び回復期で、一定方向の改定が顕著であっ
た2007年7-9月期、2008年7-9月期、2009年1-3月期から
7-9月期の実質GDP成長率（季節調整済前期比）について
検討している。その主因は民間在庫品増加や総固定資本
形成の下方改定であるが、異常値処理をすることにより、
連続的な改定が緩和することを示している。
②鉱工業生産指数
小巻（2007）は、1978年1月から2007年12月（速報時点）
までの期間で鉱工業生産指数（季節調整済指数及び原指数）
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のリアルタイムデータを作成し、季節調整指数の速報値
は最終確定値の合理的な予測ではなく計測誤差であり、
速報値で政策判断や景気判断を行うのは最適ではないと
指摘している。一方、原指数の速報値は最終確定値の合理
的な予測値で予測誤差であるが、確報で上方改定及び更な
る改定で下方修正される特徴があるとしている。また、
小巻（2008）は、同時期1978年1月から2007年12月（速報
時点）までの期間で、生産・出荷・在庫・在庫率（季節調整
済指数及び原指数）のリアルタイムデータを作成し、鉱工
業生産指数と同じような結果を得ている。
③マクロ経済の実証分析、政策評価等
Croushore and Stark（2003）は、Kydland and Prescott（1990）、
Hall（1978）及びBlanchard and Quah（1989）の代表的なマク
ロ経済の実証研究について、同じ推定期間であってもいつ
の時点で得られたデータかによって、結果が異なることを
示している。Orphanides（2001）は、テイラ ・ールールによ
る金融政策の評価について、リアルタイムで評価すべきで、
ファイナルデータでは歴史的な評価を誤ると指摘してい
る。また、Taylor（2000）の財政政策版テイラ ・ールールがあ
るが、Kalckreuth and Wolff（2011）は、リアルタイムデータ
を用いて裁量的な財政政策の評価を行っている例がある。
その他、小巻（2011）は景気基準日付は改定されていないこ
とに注目し、過去の景気基準日付がとは異なるかどうかを
検討している。景気動向指数の改定で期近の景気基準日付
には影響しないが、過去の景気基準日付（第9循環及び第10
循環）の影響が大きい等を示している。
2．第3次産業活動指数の推計方法及び先行研究
経済産業省は毎月、第3次産業活動指数を公表しており（2）、
内閣府の「月例経済報告」（直近3か月はペンディングに
なっており、データが改定されることを示す。）や景気動向
指数の遅行指数（ただし、対事業所サービス）で活用されて
いる。また、GDPギャップ（需給ギャップ）を推計するに当
たっては、コブ・ダグラス型の生産関数をもとにしている
が、非製造業の稼働率として第3次産業活動指数を使用し
ている。また、東京都が経済産業省と同様の推計方法によ
り、「東京都第3産業活動指数」を公表している。
通商産業省（1999）によれば、作成データの選定方法は、
基本的には数量指数主義であるため、①「生産を表す数量
データ」を優先し、それが得られない場合は、②「生産を表
す金額データ」をデフレータで実質化したものを使用する。
また、直接生産の動きを表していない場合は、③「生産の動
きを代用し得る数量データ」、④「生産の動きを代用し得る
金額データ」をデフレータで実質化したものを使用すると
している。第3次産業活動指数はラスパイレス指数であり、
総合指数は以下の式から作成している。
ここで、Qは総合指数、oは基準時、wは個別業種ウェイト、
tは比較時、qは個別業種活動量、iは業種の数（1～n）である。
経済産業省（2015）によれば、平成22年基準の第3次産業の
ウェイトは10000.0であり、「電気・ガス・水道・熱供給業」が
298.0、「情報通信業」が1058.7、「運輸業、郵便業」が955.4、
「卸売業」が1529.0、「金融業、保険業」が925.9、「物品賃貸
業（自動車賃貸業を含む）」が262.2、「事業者向け関連サー
ビス」が749.1、「小売業」が1028.1、「不動産業」が749.3、
「医療、福祉」が1235.4、「生活娯楽関連サービス」が1163.5
となっている。5年ごとには基準改定し、業種、ウェイト、
採用系列、季節調整法を見直しており、平成22年基準では、
「公務等活動指数」は作成しないことや季節調整法では、
「直接調整法」（末端系列の原指数の加重平均値から季節調
整を行う方法）から「間接調整法」（大分類の11業種につい
てそれぞれ季節調整して加重平均する方法）に変更された
こと等を説明している（3）。
第3次産業活動指数の問題点としては、推計方法の詳細
が明確ではないことである。その一例として、経済産業省
（2015）に推計に必要な業種別採用データ名や出所が掲載
されているが、業種別採用データのうち、速報値の公表で
はどのデータが入手でき、どのデータが未入手なのかが明
らかにされていない。鈴木（1998）によれば、月次化される
以前の平成7年基準段階での検討であるが、未入手データ
の推計方法については、次のAからDまでの方法を採用し
ているとある。
A ：採用基礎データによる前年同月の前月比
B ： 採用基礎データによる前年同期比推計＝（前年同期の数値）
×（前期の前年同期比）×（前年同期の3か月月構成比）
C ：他統計データによる前年同月比推計
D ：前期比伸び率0%推計
Aは今年の変化と昨年の変化が同じであり、Bは今年の
変化は昨年の四半期の変化を用いることであり、基本的に
はAと同じである。Cは類似統計を当てはめる方法であり、
Dは公務のみ該当する（現行は公務等活動指数が作成され
ていないため、使用されていないと考えられる）。特に、
Aが多く、業種としては運輸や通信のデータが早く入手す
ることができないこと、未入手のデータの推計方法に問題
があり、景気変動を的確に把握できないと指摘している。
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さらに、小巻（1998）は、第3次産業活動指数の利用度が
低い要因として次の2点を挙げている。第1は、定義づけ
の問題であり、第2次産業は鉱工業生産指数と「生産指数」
であるのに対し、第3次産業は「活動指数」であり、生産指
数ではない。第2は、業種別に卸売・小売は販売額や利益
等から定量的に把握できるのに対し、不動産業や金融業は
ストックやフローが混在しており、総合指数を含め、マクロ
又はミクロの経済活動において何を代表する統計なのか明
確ではないと指摘している。
3．検証方法（リアルタイムデータの作成）（4）
本稿で使用する第3次産業活動指数（経済産業省）のデー
タについては、季節調整済指数が前月比を、原指数が前年同
月比を利用する。伸び率については、小数点第1位までのデー
タが公表されているが、指数から伸び率を計算したものとす
る。例えば、平成22年基準の季節調整済指数（平成17年基
準も同様）の前月比は、単に速報値間での伸び率を計算して
いるのではなく、当月は速報値であるが、前月は暫定確報値
になっており、その伸び率を小数点第2位以降に関しても
計算し、より精密な分析を行う。現行は平成22年基準であ
るが、これまで平成17年基準、平成12年基準、平成7年基準、
平成2年基準、昭和60年基準、昭和55年基準、昭和50年基
準がある。なお、昭和45年基準もあるが、試作値で原指数
しかないため対象外とする。また、接続指数は前の基準年
との簡単な比率によるもので算出されたデータであるた
め、本稿では使用しないこととする。
データの出所名については、途中で資料の名称が変更さ
れている。昭和53年（1978年）4-6月以降から昭和63年（1988
年）7-9月期までは、通商産業省「第3次産業活動指数」より、
各期の速報値、確報値等を得た。また、昭和63年（1988年）
10-12月期から平成10年（1998年）10-12月期までは、通商
産業省「第3次産業活動の動向：第3次産業活動指数報告」
を利用した。平成11年（1999年）以降は、経済産業省「第3次
産業活動指数」を利用した。それ以降、四半期ごとの公表で
はなく、毎月の公表になったが、同年3月の速報値の公表分
からである。
表1-1は昭和50年基準の公表スケジュールを示し、各行
の年月がデータの時期を、各列の年月日が公表時期を示し
ている。昭和50年基準は四半期ごとの年4回の公表であり、
直近の3か月分を速報値として公表され、前回公表した
3か月分のデータが速報値から確報値に改定される。また、
年間補正値（本稿では年間補正値1と呼ぶこととする）は、
毎年1月から3月分の公表時に前年の1月から12月までの
データが改定されるが、さらに翌年に再度、年間補正値が改
表1-1．昭和50年基準の公表スケジュール
᫛࿴㻡㻟ᖺ䠄㻝㻥㻣㻤ᖺ䠅 ᫛࿴㻡㻠ᖺ䠄㻝㻥㻣㻥ᖺ䠅 ᫛࿴㻡㻡ᖺ䠄㻝㻥㻤㻜ᖺ䠅
㻝㻜᭶㻞㻜᪥ 㻝㻞᭶㻞㻣᪥ 㻟᭶㻞㻤᪥ 㻣᭶㻝㻣᪥ 㻥᭶㻞㻣᪥ 㻝㻞᭶㻞㻢᪥ 㻟᭶㻞㻣᪥ 㻢᭶㻞㻢᪥ 䈈
᫛࿴㻡㻞ᖺ 㻝᭶ ᖺ㛫⿵ṇ್㻞
䠄㻝㻥㻣㻣ᖺ䠅 㻞᭶ ᖺ㛫⿵ṇ್㻞
㻟᭶ ᖺ㛫⿵ṇ್㻞
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㻣᭶ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻞
㻤᭶ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻞
㻥᭶ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻞
㻝㻜᭶ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻞
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㻟᭶ ☜ሗ್ ☜ሗ್ ☜ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻞
㻠᭶ ㏿ሗ್ ☜ሗ್ ☜ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻞
㻡᭶ ㏿ሗ್ ☜ሗ್ ☜ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻞
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㻤᭶ ㏿ሗ್ ☜ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻞
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㻝㻜᭶ ㏿ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻞
㻝㻝᭶ ㏿ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻞
㻝㻞᭶ ㏿ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻝 ᖺ㛫⿵ṇ್㻞
᫛࿴㻡㻠ᖺ 㻝᭶ ㏿ሗ್ ☜ሗ್ ☜ሗ್ ☜ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝
䠄㻝㻥㻣㻥ᖺ䠅 㻞᭶ ㏿ሗ್ ☜ሗ್ ☜ሗ್ ☜ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝
㻟᭶ ㏿ሗ್ ☜ሗ್ ☜ሗ್ ☜ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝
㻠᭶ ㏿ሗ್ ☜ሗ್ ☜ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝
㻡᭶ ㏿ሗ್ ☜ሗ್ ☜ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝
㻢᭶ ㏿ሗ್ ☜ሗ್ ☜ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝
㻣᭶ ㏿ሗ್ ☜ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝
㻤᭶ ㏿ሗ್ ☜ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝
㻥᭶ ㏿ሗ್ ☜ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝
㻝㻜᭶ ㏿ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝
㻝㻝᭶ ㏿ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝
㻝㻞᭶ ㏿ሗ್ ᖺ㛫⿵ṇ್㻝
᫛࿴㻡㻡ᖺ 㻝᭶ ㏿ሗ್
䠄㻝㻥㻤㻜ᖺ䠅 㻞᭶ ㏿ሗ್
㻟᭶ ㏿ሗ್
卫
（注）毎年10月から12月までのデータについては、確報値と年間補正値1は同じとみなした。
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定される（本稿では年間補正値2と呼ぶこととする）。した
がって、速報値が公表されてから年間補正値2になるまで
少なくとも2年程度はかかる。
表1-2は平成22年基準の公表スケジュールを示してい
る。当該月終了後において、1か月半程度に速報値が公表
される。さらに、その約1か月後は暫定確報値に改定され、
さらにその約1か月後に確報値に改定される。毎年2月分
の公表時には、前年の1月から12月までのデータが年間
補正値に改定される。例えば、平成27年（2015年）7月の
データは同年9月14日に速報値が公表され、同年10月15日
に暫定確報値、同年11月13日に確報値、翌年の平成28年
（2016年）2月に年間補正値に改定された。
また、鉱工業生産指数のように、1978年から現在に至る
まで一貫した正式系列が存在しないため、分析は基準年ご
ととする。分析対象期間は5年ごとの基準改定を踏まえ、
昭和53年（1978年）10月20日に公表された同年4-6月期か
ら平成30年（2018年）4月20日に公表された同年2月まで
のデータとする。それぞれの各期又は各月の公表時に利用
可能であったリアルタイムデータを作成する。
公表時期の変遷については、昭和50年基準から平成2年
基準までは3か月に1回（年4回）の公表であったが、平成7
年基準の公表からは、四半期ごとでは景気判断の機動的な
材料とはいえないため、鉱工業生産指数と同様に月次ベー
スの公表に移行した。平成7年基準における公表時期の早
期化により、平成2年基準までは公表が四半期ごとに3か月
分の公表がされるため、例えば1月分の公表が6月上旬であ
り、速報性に難点があったが、4月上旬に入手可能となった。
平成7年基準の年間補正値は、毎年3月分の公表時に前年
1月から12月までを公表していたが、さらに、平成12年基
準からは1か月早くなり、毎年2月に公表されるようになっ
た。平成17年基準からは、暫定確報値が追加された。
季節調整については、平成7年基準からX-12ARIMAを
使用しているが、昭和50年基準と昭和55年基準はMITI法Ⅲ、
昭和60年基準と平成2年基準はMITI法ⅢRを採用していた。
分析
改定が予測誤差か計測誤差なのかどうかを分析する方法
を概略すれば、①基本統計量の標準偏差（又は分散）や相関
係数より判断する方法、②計測誤差モデル及び予測誤差
モデル、③改定幅と速報値の関係から判断する方法がある。
Mankiw et al.（1984）は、1954年第1四半期から1978年
第4四半期までのマネーストックの伸び率について、分散
は速報値よりも改定幅の方が小さく、かつ改定幅は改定値
よりも速報値と相関するため、計測誤差であることを述べ
ている。また、計測誤差モデルで、定数項が0、係数が1で
あるというF検定の結果、帰無仮説を棄却できなく、計測誤
差であることを示している。さらに、予測誤差モデルで、
定数項が0、係数が1であるというF検定の結果、帰無仮説
を棄却し、その点からも計測誤差であり、合理的な予測に
なってないことを示している。また、Mankiw and Shapiro
（1986）は、アメリカの1976年第2四半期から1982年第4四
表1-2．平成22年基準の公表スケジュール
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卫
（注）毎年12月のデータについては、確報値と年間補正値は同じとみなした。
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半期までの名目GDP及び1973年基準の実質GDPの成長
率について、標準偏差が改定とともに大きくなっているこ
と、改定幅との相関関係は、速報値等の改定前のデータと
相関しなく、改定値と相関するため、予測誤差であることを
示している。改定幅と速報値等の推計（被説明変数に改定
幅、説明変数に速報値を入れたモデル）では、有意水準1%
又は5%で有意ではなく、この点からも予測誤差であるこ
とを述べている。
改定が予測誤差であれば、分散（又は標準偏差）は最終確
定値よりも速報値の方が大きく（ ）、改定幅
と速報値の関係は相関する。それに対し、計測誤差であれ
ば、分散（又は標準偏差）は最終確定値よりも速報値の方が
小さく（ ）、改定幅と速報値は相関しない。
ピアソン相関により相関があるかないかで分析する方法
もあるが、ここでは前述の③の方法を利用し、次の式を
推定する。推定に当たっては、小巻（2015）と同様に系列
相関及び分散不均一を考慮し、Newey and West（1987）の
Heteroskedasticity and Autocorrelation Consistent（HAC）
の方法を適用する。
    
（5）
ここで、Rtは改定値（ ）、 は速報値、a1とa2はパラ
メータである。a1 = a2 = 0かどうかをテストし、予測誤差で
あればa1 = a2 = 0とならなく、計測誤差であればa1 = a2 = 0
となる。改定幅が速報値と相関するのは、速報時点で得ら
れなかった情報を反映させているためである。速報値から
最終確定値への改定だけではなく、速報値から暫定確報値、
暫定確報値から確報値、確報値から年間補正値（最終確定
値）への個々の改定についても分析を行う。推定期間は
表2のとおりである。
結果
付表1は、各基準年の季節調整指数及び原指数の基本統
計量を示している。改定幅については、改定の平均値が0
であるかという検定（H0：改定幅は0である、H1：改定幅が
0ではない）の結果、季節調整指数はおおむね改定は0とい
えるが、原指数では改定は0ではないといえる。また、平成
22年基準の季節調整済指数における標準偏差は、速報値で
0.586、最終確定値で0.361と小さくなっており、昭和50年
基準を除いて小さくなっている。特に、確報値から年間補
正値（平成2年基準以前は年間補正値1）に改定される際に
表2．推定期間（季節調整指数及び原指数）
平成22年基準、平成30年（2018年）2月まで 平成17年基準
速報値 平成27年（2015年）7月～平成30年（2018年）2月 平成21年（2009年）4月～平成27年（2015年）6月
暫定確報値 平成27年（2015年）6月～平成30年（2018年）1月 平成21年（2009年）3月～平成27年（2015年）5月
確報値 平成27年（2015年）1月～平成29年（2017年）12月 平成21年（2009年）2月～平成27年（2015年）4月
年間補正値 平成26年（2014年）5月～平成29年（2017年）12月 平成20年（2008年）2月～平成27年（2015年）12月
最終確定値 平成26年（2014年）2月～平成30年（2018年）2月 平成20年（2008年）2月～平成27年（2015年）6月
平成12年基準 平成7年基準
速報値 平成16年（2004年）4月～平成21年（2009年）3月 平成11年（1999年）3月～平成16年（2004年）3月
確報値 平成16年（2004年）1月～平成21年（2009年）2月 平成11年（1999年）1月～平成16年（2004年）2月
年間補正値 平成15年（2003年）2月～平成20年（2008年）12月 平成11年（1999年）1月～平成15年（2003年）12月
最終確定値 平成15年（2003年）2月～平成21年（2009年）3月 平成11年（1999年）1月～平成16年（2004年）3月
平成2年基準 昭和60年基準
速報値 平成6年（1994年）1月～平成10年（1998年）12月 平成元年（1989年）1月～平成5年（1993年）12月
確報 平成5年（1993年）10月～平成10年（1998年）9月 昭和63年（1988年）10月～平成5年（1993年）9月
年間補正値1 平成5年（1993年）1月～平成9年（1997年）12月 昭和63年（1988年）1月～平成4年（1992年）12月
年間補正値2 平成5年（1993年）1月～平成8年（1996年）12月 昭和63年（1988年）1月～平成3年（1991年）12月
最終確定値 平成5年（1993年）1月～平成10年（1998年）12月 昭和63年（1988年）1月～平成5年（1993年）12月
昭和55年基準 昭和50年基準
速報値 昭和58年（1983年）10月～昭和63年（1988年）12月 昭和53年（1978年）4月～昭和58年（1983年）12月
確報 昭和58年（1983年）7月～昭和63年（1988年）9月 昭和53年（1978年）1月～昭和58年（1983年）9月
年間補正値1 昭和58年（1983年）1月～昭和62年（1987年）12月 昭和53年（1978年）1月～昭和57年（1982年）12月
年間補正値2 昭和55年（1980年）1月～昭和61年（1986年）12月 昭和53年（1978年）1月～昭和56年（1981年）12月
最終確定値 昭和55年（1980年）1月～昭和63年（1988年）12月 昭和53年（1978年）1月～昭和58年（1983年）12月
（注1） 季節調整指数と原指数の推定期間はともにそろえたが、原指数で昭和50年基準の速報値及び確報値については、データの
制約のため、昭和53年（1978年）6月からとした。
（注2） 改定には遡及改定（過去に遡っての改定）があり、基準年によってはデータが取れない場合があったため、過去の公表資料か
ら再現できるデータとした。
（注3） 最終確定値は各基準の終期を示し、例えば平成17年基準は平成27年（2015年）6月（公表は同年8月11日）のデータである。
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小さくなっており、改定の多くは計測誤差であることが
予想できる。一方、平成22年基準の原指数の標準偏差は、
速報値で0.721、最終確定値で1.156と大きくなっており、
予測誤差であると予想できる。
平成22年基準の季節調整済指数における速報値から
最終確定値への改定幅と速報値との回帰式は、付表2の1-1式
のとおりである。定数項が0、速報値の係数が0であるとい
うwald検定を実施した結果、有意水準1%で有意であり、
定数項が0、係数が0であるという帰無仮説は棄却され、
速報値から最終確定値への改定は計測誤差であることを示
している。同様に、1-2式は速報値から暫定確報値への改定、
1-3式は暫定確報値から確報値への改定、1-4式は確報値か
ら年間補正値への改定の結果を示しているが、wald検定の
結果、1%で有意であり、それぞれが計測誤差であることを
示している。
一方、平成 22年基準の原指数についての回帰式は、
同付表の2-1式のとおりである。この回帰式における定数
項が0、速報値の係数が0であるというwald検定の結果、
有意水準10%で有意ではなく、定数項が0、係数が0である
という帰無仮説は棄却できない。すなわち、改定は予測
誤差である。ただし、2-4式は確報値から年間補正値への
改定の結果、5%で有意であり、計測誤差であることを示し
ている。
季節調整済指数における速報値から最終確定値への改定
は、昭和60年基準（同付表、1-19式）を除き、各基準年（同付
表、1-1式、1-5式、1-9式、1-12式、1-15式、1-23式、1-27式）
で計測誤差であった。特に、確報値から年間補正値（平成2
年基準以前は年間補正値1）への改定（同付表、1-4式、1-8式、
1-11式、1-14式、1-17式、1-21式、1-25式、1-29式）は、計測
誤差になっており、年間補正値になるまでくらいまで公表
を待たないと、計測誤差を含んだ数値を利用することにな
る。一方、原指数における速報値から最終確定値への改定
は、現行の平成22年基準（同付表、2-1式）、平成17年基準（同
付表、2-5式）で予測誤差であるが、例えば昭和60年基準以
前は計測誤差（同付表、2-19式、2-23式、2-27式）であった。
考察
このインプリケーションとしては、先行研究が示すよう
に、データが同時期であっても、いつ時点の公表データを利
用するかによって分析結果や政策評価が異なることの一例
といえる。第3次産業活動指数を景気指標として利用する
場合、例えば平成28年（2016年）2月の季節調整済指数は、
速報値で－0.1%（－0.097%）のマイナス成長であったのに
対し、確報値では0.2%（0.193%）のプラス成長であった。
昭和50年基準から平成22年基準までの原指数において、
マイナスからプラス又はプラスからマイナスに改定された
回数は11回であるに留まるのに対し、季節調整指数は66回
あったことから、景況感を誤って認識してしまう恐れがあ
り、データの利用には幅を持って利用する必要があろう。
権田（2015）のGDPのように、内閣府「景気基準日付」に基
づき、景気拡張期及び景気後退期に分類して分析すること
が考えられるが、鉱工業生産指数のように一貫したデータ
がなく、改定は景気拡張期又は景気後退期のいずれかに
集中しているわけではない。
また、全産業活動指数を推計する際に、第3次産業活動
指数が約7割のウェイトを占めており、全産業活動指数の
データも同様の注意が必要であろう。第3次産業活動指数
に計測誤差が含まれている要因は、季節調整法に問題があ
るか、速報値、暫定確定値、確報値等を推計する際に、未入
手データをどのように別途推計しているのかの詳細が依然
として不明確であり、その別途推計が計測誤差になってい
るのではないかと考えられる。
結論
本稿は、これまで取り上げられなかった第3次産業活動
指数の総合指数の改定に注目し、公表が本格的に開始され
た昭和53年（1978年）の4-6月期以降において、その当時利
用可能であったデータを再現し、改定が予測誤差か計測誤
差なのかについて検討してきた。リアルタイムデータの作
成に当たっては、季節調整済指数が前月比を原指数が前年
同月比を利用したが、公表されている伸び率を使用するの
ではなく、元の指数から伸び率を計算することにより、精密
な分析を行った。結論としては、速報値から最終確定値へ
の改定は、季節調整済指数でおおむね計測誤差であり、
特に、確報値から年間補正値（平成2年基準以前は年間補正
値1）への改定がどの基準でも計測誤差であることが明らか
になった。一方、原指数で現行の平成22年基準は予測誤差
であるが、過去の基準年はおおむね計測誤差であることが
明らかになった。必ずしも第3次産業活動指数の指標のみ
から景気判断や政策判断するわけではないが、他の統計を
加味しながら利用する必要があろう。
今後の課題としては、平成22年基準についてはデータの
蓄積を行い、再度分析を試みるのと同時に、どの業種で特に
改定が大きいのか、又は第3次産業活動指数は商業動態統
計等の加工統計であり、元になっている統計の改定につい
て検討したい。また、鉱工業生産指数のように「生産指数」
ではなく「活動指数」であるため、サービスのデータをいか
に捉えるかという問題に取り組みたい。
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注
（1） 詳細については、内閣府経済社会総合研究所国民経済
計算部（2016a、2016b）を参照されたい。
（2） データは経済産業省のホームページ（http://www.meti.
go.jp/statistics/tyo/sanzi/）からダウンロードすることが
できる。ただし、平成12年基準以前のデータはダウン
ロードできない。
（3） 詳細については、経済産業省（2015）の他に、野村（2016）
を参照されたい。
（4） リアルタイムデータの作成に当たり、公表時期の変遷
や季節調整法については、経済産業省（2015、2009、
2004）及び通商産業省（1999、1994、1991、1989、1984、
1978）をもとに整理した。
（5） 説明変数に季節ダミー等を入れることが考えられる
が、シンプルな回帰式で分析を行った。
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付表1．各基準年の基本統計量
（季節調整指数）
平成22年基準
最終確定値
-速報値
暫定確報値
-速報値
確報値
-暫定確報値
年間補正値
-確報値
最終確定値
-年間補正値
速報値 暫定確報値 確報値 年間補正値 最終確定値
平均値 㻙㻜㻚㻜㻠㻟 㻙㻜㻚㻜㻣㻡 㻜㻚㻜㻠㻣 㻙㻜㻚㻜㻜㻥 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻝㻜㻝 㻜㻚㻜㻟㻣 㻜㻚㻜㻥㻞 㻜㻚㻝㻜㻥 㻜㻚㻜㻥㻢
中央値 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻥㻢 㻜㻚㻜㻥㻢
最大値 㻜㻚㻟㻤㻢 㻜㻚㻞㻥㻜 㻜㻚㻞㻤㻥 㻜㻚㻡㻣㻟 㻜㻚㻜㻜㻜 㻝㻚㻠㻢㻞 㻝㻚㻟㻡㻝 㻝㻚㻟㻡㻝 㻝㻚㻜㻢㻜 㻝㻚㻜㻢㻜
最小値 㻙㻝㻚㻜㻢㻣 㻙㻜㻚㻣㻤㻝 㻙㻜㻚㻜㻥㻢 㻙㻜㻚㻡㻤㻡 㻜㻚㻜㻜㻜 㻙㻜㻚㻣㻣㻜 㻙㻝㻚㻝㻡㻝 㻙㻝㻚㻜㻡㻡 㻙㻜㻚㻡㻣㻤 㻙㻜㻚㻡㻣㻤
標準偏差 㻜㻚㻞㻥㻝 㻜㻚㻞㻟㻤 㻜㻚㻜㻤㻥 㻜㻚㻞㻠㻞 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻡㻤㻢 㻜㻚㻡㻞㻢 㻜㻚㻡㻞㻢 㻜㻚㻟㻢㻝 㻜㻚㻟㻢㻝
歪度 㻙㻝㻚㻠㻞㻤 㻙㻝㻚㻞㻢㻡 㻜㻚㻢㻥㻣 㻙㻜㻚㻝㻠㻜 㻌㻺㻭 㻜㻚㻤㻞㻠 㻜㻚㻟㻣㻡 㻜㻚㻠㻠㻥 㻜㻚㻢㻜㻢 㻜㻚㻢㻟㻠
尖度 㻢㻚㻝㻞㻠 㻠㻚㻤㻠㻥 㻟㻚㻟㻣㻟 㻟㻚㻡㻥㻠 㻌㻺㻭 㻟㻚㻜㻡㻞 㻟㻚㻡㻡㻝 㻟㻚㻞㻞㻜 㻟㻚㻟㻞㻢 㻟㻚㻟㻡㻢
㻶㼍㼞㼝㼡㼑㻙㻮㼑㼞㼍 㻞㻟㻚㻤㻤㻜 㻝㻞㻚㻢㻤㻤 㻞㻚㻢㻤㻤 㻜㻚㻢㻠㻣 㻌㻺㻭 㻟㻚㻢㻞㻣 㻝㻚㻝㻡㻠 㻝㻚㻞㻤㻜 㻞㻚㻤㻤㻢 㻟㻚㻟㻞㻥
㻼㼞㼛㼎㼍㼎㼕㼘㼕㼠㼥 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻞 㻜㻚㻞㻢㻝 㻜㻚㻣㻞㻠 㻌㻺㻭 㻜㻚㻝㻢㻟 㻜㻚㻡㻢㻝 㻜㻚㻡㻞㻣 㻜㻚㻞㻟㻢 㻜㻚㻝㻤㻥
平均値の検定（t値） 㻙㻜㻚㻤㻟㻣 㻙㻝㻚㻣㻡㻤 㻞㻚㻥㻝㻟 㻙㻜㻚㻞㻝㻟 㻺㻭 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
平均値の検定（P値） 㻜㻚㻠㻜㻥 㻜㻚㻜㻤㻥 㻜㻚㻜㻜㻣 㻜㻚㻤㻟㻞 㻝㻚㻜㻜㻜 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
データ数 㻟㻞 㻟㻝 㻟㻝 㻟㻢 㻠㻠 㻟㻞 㻟㻞 㻟㻢 㻠㻠 㻠㻢
平成17年基準
最終確定値
-速報値
暫定確報値
-速報値
確報値
-暫定確報値
年間補正値
-確報値
最終確定値
-年間補正値
速報値 暫定確報値 確報値 年間補正値 最終確定値
平均値 㻜㻚㻜㻞㻢 㻜㻚㻜㻝㻜 㻜㻚㻜㻟㻞 㻙㻜㻚㻜㻝㻢 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻠㻠 㻜㻚㻜㻝㻠 㻜㻚㻜㻟㻟 㻙㻜㻚㻜㻟㻝 㻙㻜㻚㻜㻟㻠
中央値 㻜㻚㻜㻜㻞 㻜㻚㻜㻜㻝 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻙㻜㻚㻝㻜㻝 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻝㻜㻝 㻜㻚㻝㻜㻝 㻜㻚㻝㻜㻝
最大値 㻝㻚㻥㻝㻢 㻝㻚㻜㻥㻣 㻜㻚㻤㻝㻡 㻝㻚㻡㻥㻡 㻜㻚㻜㻜㻜 㻞㻚㻥㻞㻜 㻞㻚㻡㻜㻜 㻞㻚㻥㻝㻣 㻞㻚㻝㻤㻟 㻞㻚㻝㻤㻟
最小値 㻙㻝㻚㻢㻠㻞 㻙㻞㻚㻞㻡㻝 㻙㻜㻚㻞㻝㻞 㻙㻝㻚㻝㻝㻞 㻜㻚㻜㻜㻜 㻙㻢㻚㻜㻟㻜 㻙㻡㻚㻥㻠㻞 㻙㻡㻚㻥㻠㻞 㻙㻡㻚㻢㻟㻝 㻙㻡㻚㻢㻟㻝
標準偏差 㻜㻚㻡㻞㻥 㻜㻚㻟㻣㻠 㻜㻚㻝㻤㻝 㻜㻚㻡㻞㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻝㻚㻠㻝㻜 㻝㻚㻠㻝㻢 㻝㻚㻠㻟㻝 㻝㻚㻝㻢㻢 㻝㻚㻝㻟㻠
歪度 㻜㻚㻜㻟㻢 㻙㻞㻚㻢㻢㻢 㻝㻚㻥㻢㻟 㻜㻚㻡㻢㻝 㻌㻺㻭 㻙㻝㻚㻡㻥㻞 㻙㻝㻚㻢㻤㻠 㻙㻝㻚㻢㻞㻝 㻙㻞㻚㻡㻝㻞 㻙㻞㻚㻡㻟㻥
尖度 㻡㻚㻟㻜㻝 㻞㻜㻚㻞㻜㻟 㻤㻚㻣㻢㻞 㻠㻚㻞㻡㻥 㻌㻺㻭 㻥㻚㻜㻠㻜 㻥㻚㻝㻜㻜 㻤㻚㻤㻣㻜 㻝㻟㻚㻢㻣㻜 㻝㻠㻚㻞㻜㻞
㻶㼍㼞㼝㼡㼑㻙㻮㼑㼞㼍 㻝㻢㻚㻡㻡㻣 㻝㻜㻜㻜㻚㻝㻡㻢 㻝㻠㻥㻚㻤㻥㻜 㻤㻚㻡㻟㻠 㻌㻺㻭 㻝㻠㻡㻚㻢㻢㻢 㻝㻡㻝㻚㻣㻟㻡 㻝㻠㻞㻚㻠㻝㻜 㻠㻤㻢㻚㻤㻠㻞 㻡㻢㻣㻚㻞㻣㻞
㻼㼞㼛㼎㼍㼎㼕㼘㼕㼠㼥 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻝㻠 㻌㻺㻭 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜
平均値の検定（t値） 㻜㻚㻠㻞㻣 㻜㻚㻞㻟㻠 㻝㻚㻡㻜㻢 㻙㻜㻚㻞㻡㻥 㻝㻚㻜㻜㻜 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
平均値の検定（P値） 㻜㻚㻢㻣㻝 㻜㻚㻤㻝㻢 㻜㻚㻝㻟㻢 㻜㻚㻣㻥㻢 㻺㻭 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
データ数 㻣㻡 㻣㻠 㻣㻠 㻣㻞 㻤㻠 㻣㻡 㻣㻡 㻣㻢 㻤㻠 㻥㻜
平成12年基準
最終確定値
-速報値
確報値
-速報値
年間補正値
-確報値
最終確定値
-年間補正値
速報値 確報値 年間補正値 最終確定値
平均値 㻙㻜㻚㻜㻡㻤 㻙㻜㻚㻜㻣㻡 㻜㻚㻜㻞㻝 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻟㻜 㻜㻚㻜㻞㻡 㻜㻚㻜㻤㻞 㻜㻚㻜㻝㻟
中央値 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻠㻡 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻥㻞 㻜㻚㻜㻥㻞
最大値 㻜㻚㻥㻜㻤 㻜㻚㻞㻤㻝 㻝㻚㻜㻣㻣 㻜㻚㻜㻜㻜 㻞㻚㻞㻠㻠 㻞㻚㻟㻤㻝 㻞㻚㻜㻠㻟 㻞㻚㻜㻠㻟
最小値 㻙㻝㻚㻠㻤㻤 㻙㻝㻚㻝㻥㻟 㻙㻜㻚㻥㻝㻤 㻜㻚㻜㻜㻜 㻙㻠㻚㻜㻜㻜 㻙㻟㻚㻡㻟㻣 㻙㻟㻚㻜㻢㻡 㻙㻠㻚㻜㻜㻜
標準偏差 㻜㻚㻠㻡㻡 㻜㻚㻞㻡㻢 㻜㻚㻟㻢㻢 㻜㻚㻜㻜㻜 㻝㻚㻞㻠㻢 㻝㻚㻞㻟㻝 㻜㻚㻥㻤㻤 㻝㻚㻜㻤㻥
歪度 㻙㻜㻚㻣㻞㻞 㻙㻝㻚㻤㻞㻟 㻜㻚㻜㻤㻠 㻌㻺㻭 㻙㻜㻚㻟㻜㻝 㻙㻜㻚㻝㻜㻠 㻙㻜㻚㻞㻢㻣 㻙㻜㻚㻣㻠㻡
尖度 㻠㻚㻣㻠㻥 㻤㻚㻝㻢㻜 㻟㻚㻣㻥㻤 㻌㻺㻭 㻟㻚㻠㻝㻟 㻞㻚㻣㻠㻟 㻟㻚㻞㻥㻠 㻠㻚㻢㻣㻡
㻶㼍㼞㼝㼡㼑㻙㻮㼑㼞㼍 㻝㻞㻚㻤㻢㻞 㻥㻤㻚㻝㻝㻢 㻝㻚㻢㻢㻝 㻌㻺㻭 㻝㻚㻟㻟㻜 㻜㻚㻞㻤㻟 㻝㻚㻝㻝㻢 㻝㻡㻚㻣㻝㻜
㻼㼞㼛㼎㼍㼎㼕㼘㼕㼠㼥 㻜㻚㻜㻜㻞 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻠㻟㻢 㻌㻺㻭 㻜㻚㻡㻝㻠 㻜㻚㻤㻢㻤 㻜㻚㻡㻣㻞 㻜㻚㻜㻜㻜
平均値の検定（t値） 㻙㻜㻚㻥㻤㻡 㻙㻞㻚㻞㻢㻢 㻜㻚㻠㻠㻜 㻺㻭 㻙 㻙 㻙 㻙
平均値の検定（P値） 㻜㻚㻟㻞㻥 㻜㻚㻜㻞㻣 㻜㻚㻢㻢㻝 㻝㻚㻜㻜㻜 㻙 㻙 㻙 㻙
データ数 㻢㻜 㻡㻥 㻢㻜 㻣㻞 㻢㻜 㻢㻞 㻣㻞 㻣㻡
平成7年基準
最終確定値
-速報値
確報値
-速報値
年間補正値
-確報値
最終確定値
-年間補正値
速報値 確報値 年間補正値 最終確定値
平均値 㻙㻜㻚㻜㻜㻞 㻜㻚㻜㻜㻠 㻙㻜㻚㻜㻞㻥 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻥㻡 㻜㻚㻝㻜㻡 㻜㻚㻝㻜㻞 㻜㻚㻜㻥㻞
中央値 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻠㻣 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻝㻤㻢 㻜㻚㻜㻥㻡 㻜㻚㻜㻥㻢 㻜㻚㻜㻥㻣
最大値 㻝㻚㻥㻢㻞 㻝㻚㻞㻣㻞 㻞㻚㻜㻡㻡 㻜㻚㻜㻜㻜 㻞㻚㻡㻥㻡 㻞㻚㻟㻝㻡 㻞㻚㻣㻤㻜 㻞㻚㻣㻤㻜
最小値 㻙㻝㻚㻟㻤㻥 㻙㻝㻚㻣㻝㻜 㻙㻝㻚㻣㻟㻤 㻜㻚㻜㻜㻜 㻙㻟㻚㻤㻥㻝 㻙㻟㻚㻣㻝㻜 㻙㻞㻚㻠㻥㻟 㻙㻟㻚㻣㻝㻜
標準偏差 㻜㻚㻢㻟㻢 㻜㻚㻟㻡㻜 㻜㻚㻢㻢㻢 㻜㻚㻜㻜㻜 㻝㻚㻞㻢㻞 㻝㻚㻞㻞㻣 㻝㻚㻜㻡㻜 㻝㻚㻝㻣㻟
歪度 㻜㻚㻟㻞㻥 㻙㻜㻚㻤㻥㻜 㻙㻜㻚㻜㻤㻡 㻌㻺㻭 㻙㻜㻚㻤㻡㻣 㻙㻜㻚㻡㻤㻠 㻙㻜㻚㻞㻣㻠 㻙㻜㻚㻢㻜㻝
尖度 㻟㻚㻤㻢㻤 㻝㻠㻚㻟㻥㻣 㻠㻚㻞㻠㻟 㻌㻺㻭 㻠㻚㻟㻞㻢 㻟㻚㻟㻡㻟 㻟㻚㻡㻝㻠 㻠㻚㻝㻢㻟
㻶㼍㼞㼝㼡㼑㻙㻮㼑㼞㼍 㻟㻚㻜㻝㻠 㻟㻟㻞㻚㻢㻠㻥 㻟㻚㻥㻟㻢 㻌㻺㻭 㻝㻝㻚㻥㻟㻝 㻟㻚㻤㻠㻣 㻝㻚㻠㻝㻡 㻣㻚㻟㻠㻜
㻼㼞㼛㼎㼍㼎㼕㼘㼕㼠㼥 㻜㻚㻞㻞㻞 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻝㻠㻜 㻌㻺㻭 㻜㻚㻜㻜㻟 㻜㻚㻝㻠㻢 㻜㻚㻠㻥㻟 㻜㻚㻜㻞㻡
平均値の検定（t値） 㻙㻜㻚㻜㻟㻜 㻜㻚㻜㻥㻢 㻙㻜㻚㻟㻠㻜 㻺㻭 㻙 㻙 㻙 㻙
平均値の検定（P値） 㻜㻚㻥㻣㻢 㻜㻚㻥㻞㻠 㻜㻚㻣㻟㻡 㻝㻚㻜㻜㻜 㻙 㻙 㻙 㻙
データ数 㻢㻝 㻢㻜 㻢㻜 㻢㻜 㻢㻝 㻢㻞 㻢㻜 㻢㻟
12 13
第3次産業活動指数のデータ改定
平成2年基準
最終確定値
-速報値
確報値
-速報値
年間補正値1
-確報値
年間補正値2
-年間補正値1
最終確定値
-年間補正値
速報値 確報値 年間補正値1 年間補正値2 最終確定値
平均値 㻙㻜㻚㻜㻝㻤 㻙㻜㻚㻜㻞㻜 㻙㻜㻚㻜㻝㻤 㻜㻚㻜㻞㻥 㻙㻜㻚㻜㻜㻠 㻜㻚㻝㻟㻜 㻜㻚㻝㻜㻣 㻜㻚㻝㻞㻢 㻜㻚㻞㻝㻜 㻜㻚㻝㻞㻣
中央値 㻙㻜㻚㻜㻠㻣 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻝㻟㻡 㻜㻚㻝㻟㻢 㻜㻚㻝㻟㻤 㻜㻚㻝㻟㻤 㻜㻚㻝㻟㻡
最大値 㻜㻚㻢㻠㻤 㻝㻚㻝㻤㻟 㻜㻚㻥㻝㻜 㻜㻚㻟㻣㻝 㻜㻚㻜㻜㻝 㻞㻚㻢㻟㻠 㻝㻚㻤㻥㻤 㻞㻚㻠㻠㻝 㻞㻚㻡㻞㻥 㻞㻚㻡㻞㻥
最小値 㻙㻜㻚㻢㻟㻢 㻙㻝㻚㻝㻜㻞 㻙㻝㻚㻝㻣㻝 㻙㻜㻚㻞㻤㻤 㻙㻜㻚㻝㻥㻞 㻙㻠㻚㻢㻡㻡 㻙㻠㻚㻡㻢㻥 㻙㻠㻚㻞㻞㻠 㻙㻜㻚㻤㻤㻝 㻙㻠㻚㻞㻞㻠
標準偏差 㻜㻚㻟㻠㻟 㻜㻚㻟㻢㻞 㻜㻚㻟㻠㻤 㻜㻚㻝㻟㻝 㻜㻚㻜㻞㻤 㻝㻚㻜㻡㻥 㻜㻚㻥㻠㻢 㻜㻚㻤㻡㻤 㻜㻚㻢㻟㻝 㻜㻚㻤㻣㻤
歪度 㻜㻚㻝㻠㻝 㻜㻚㻞㻜㻡 㻙㻜㻚㻣㻢㻟 㻜㻚㻞㻢㻝 㻙㻢㻚㻣㻝㻜 㻙㻝㻚㻟㻝㻥 㻙㻝㻚㻤㻥㻥 㻙㻝㻚㻢㻤㻜 㻜㻚㻥㻤㻡 㻙㻝㻚㻠㻠㻡
尖度 㻞㻚㻞㻜㻢 㻡㻚㻤㻞㻥 㻡㻚㻜㻣㻥 㻟㻚㻠㻠㻞 㻠㻢㻚㻜㻞㻜 㻤㻚㻡㻥㻞 㻝㻝㻚㻞㻠㻠 㻝㻟㻚㻜㻜㻝 㻡㻚㻞㻟㻥 㻝㻜㻚㻠㻣㻢
㻶㼍㼞㼝㼡㼑㻙㻮㼑㼞㼍 㻝㻚㻣㻣㻟 㻝㻥㻚㻠㻜㻤 㻝㻠㻚㻝㻟㻤 㻜㻚㻥㻟㻣 㻠㻜㻢㻝㻚㻢㻟㻞 㻥㻡㻚㻡㻤㻡 㻞㻜㻡㻚㻥㻢㻝 㻞㻣㻤㻚㻞㻤㻡 㻝㻣㻚㻣㻥㻠 㻝㻥㻞㻚㻣㻞㻟
㻼㼞㼛㼎㼍㼎㼕㼘㼕㼠㼥 㻜㻚㻠㻝㻞 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻝 㻜㻚㻢㻞㻢 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜
平均値の検定（t値） 㻙㻜㻚㻠㻝㻟 㻙㻜㻚㻠㻞㻜 㻙㻜㻚㻟㻣㻡 㻝㻚㻡㻟㻝 㻙㻜㻚㻥㻥㻥 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
平均値の検定（P値） 㻜㻚㻢㻤㻝 㻜㻚㻢㻣㻢 㻜㻚㻣㻜㻥 㻜㻚㻝㻟㻞 㻜㻚㻟㻞㻟 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
データ数 㻢㻜 㻡㻣 㻡㻝 㻠㻤 㻠㻤 㻢㻜 㻢㻜 㻢㻜 㻠㻤 㻣㻞
昭和60年基準
最終確定値
-速報値
確報値
-速報値
年間補正値1
-確報値
年間補正値2
-年間補正値1
最終確定値
-年間補正値
速報値 確報値 年間補正値1 年間補正値2 最終確定値
平均値 㻙㻜㻚㻜㻜㻞 㻜㻚㻜㻠㻣 㻙㻜㻚㻜㻠㻤 㻜㻚㻜㻜㻝 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻝㻥㻞 㻜㻚㻞㻡㻝 㻜㻚㻞㻥㻡 㻜㻚㻟㻣㻞 㻜㻚㻞㻢㻣
中央値 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻝㻥㻞 㻜㻚㻞㻣㻞 㻜㻚㻟㻝㻣 㻜㻚㻟㻠㻥 㻜㻚㻞㻠㻤
最大値 㻝㻚㻟㻟㻢 㻝㻚㻞㻡㻠 㻝㻚㻝㻠㻤 㻜㻚㻣㻜㻡 㻜㻚㻜㻜㻜 㻠㻚㻞㻣㻠 㻡㻚㻝㻜㻥 㻡㻚㻜㻟㻞 㻡㻚㻢㻝㻜 㻡㻚㻢㻝㻜
最小値 㻙㻞㻚㻝㻣㻝 㻙㻝㻚㻟㻞㻝 㻙㻝㻚㻝㻤㻜 㻙㻜㻚㻢㻣㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻙㻢㻚㻡㻡㻥 㻙㻢㻚㻥㻠㻠 㻙㻡㻚㻤㻣㻟 㻙㻢㻚㻡㻠㻟 㻙㻢㻚㻡㻠㻟
標準偏差 㻜㻚㻢㻜㻥 㻜㻚㻠㻥㻢 㻜㻚㻠㻟㻤 㻜㻚㻞㻟㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻝㻚㻠㻞㻥 㻝㻚㻡㻜㻟 㻝㻚㻞㻢㻤 㻝㻚㻠㻣㻢 㻝㻚㻟㻞㻣
歪度 㻙㻜㻚㻥㻞㻝 㻙㻜㻚㻞㻥㻠 㻜㻚㻞㻞㻝 㻜㻚㻞㻡㻜 㻌㻺㻭 㻙㻝㻚㻟㻝㻠 㻙㻝㻚㻞㻤㻤 㻙㻜㻚㻥㻥㻞 㻙㻝㻚㻝㻞㻡 㻙㻜㻚㻤㻣㻡
尖度 㻡㻚㻝㻜㻤 㻟㻚㻣㻞㻥 㻠㻚㻢㻥㻢 㻡㻚㻞㻢㻤 㻌㻺㻭 㻝㻜㻚㻞㻥㻣 㻝㻝㻚㻡㻥㻥 㻝㻟㻚㻠㻡㻢 㻝㻠㻚㻞㻟㻢 㻝㻠㻚㻞㻣㻣
㻶㼍㼞㼝㼡㼑㻙㻮㼑㼞㼍 㻝㻥㻚㻡㻤㻢 㻞㻚㻜㻤㻡 㻢㻚㻡㻞㻤 㻝㻜㻚㻣㻤㻟 㻌㻺㻭 㻝㻡㻜㻚㻟㻢㻝 㻞㻜㻝㻚㻠㻟㻢 㻞㻤㻟㻚㻝㻟㻤 㻞㻢㻞㻚㻢㻜㻣 㻟㻥㻜㻚㻣㻞㻝
㻼㼞㼛㼎㼍㼎㼕㼘㼕㼠㼥 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻟㻡㻟 㻜㻚㻜㻟㻤 㻜㻚㻜㻜㻡 㻌㻺㻭 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜
平均値の検定（t値） 㻙㻜㻚㻜㻞㻥 㻜㻚㻣㻝㻢 㻙㻜㻚㻣㻣㻣 㻜㻚㻜㻞㻟 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
平均値の検定（P値） 㻜㻚㻥㻣㻣 㻜㻚㻠㻣㻣 㻜㻚㻠㻠㻝 㻜㻚㻥㻤㻞 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
データ数 㻢㻜 㻡㻣 㻡㻝 㻠㻤 㻠㻤 㻢㻜 㻢㻜 㻢㻜 㻠㻤 㻣㻞
昭和55年基準
最終確定値
-速報値
確報値
-速報値
年間補正値1
-確報値
年間補正値2
-年間補正値1
最終確定値
-年間補正値
速報値 確報値 年間補正値1 年間補正値2 最終確定値
平均値 㻜㻚㻜㻞㻡 㻜㻚㻜㻝㻞 㻜㻚㻜㻜㻞 㻜㻚㻜㻝㻟 㻜㻚㻜㻜㻢 㻜㻚㻟㻡㻣 㻜㻚㻟㻡㻣 㻜㻚㻟㻢㻜 㻜㻚㻟㻞㻜 㻜㻚㻟㻠㻝
中央値 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻞㻡㻜 㻜㻚㻟㻞㻞 㻜㻚㻟㻣㻤 㻜㻚㻞㻢㻤 㻜㻚㻟㻢㻡
最大値 㻝㻚㻞㻢㻣 㻝㻚㻜㻟㻝 㻜㻚㻢㻥㻢 㻜㻚㻣㻥㻤 㻜㻚㻞㻤㻞 㻝㻚㻥㻤㻞 㻞㻚㻜㻡㻢 㻝㻚㻢㻟㻜 㻝㻚㻤㻟㻝 㻞㻚㻜㻡㻢
最小値 㻙㻜㻚㻥㻢㻟 㻙㻜㻚㻤㻣㻤 㻙㻜㻚㻢㻥㻥 㻙㻜㻚㻤㻝㻟 㻙㻜㻚㻝㻥㻥 㻙㻝㻚㻞㻢㻣 㻙㻝㻚㻞㻟㻞 㻙㻝㻚㻝㻡㻥 㻙㻝㻚㻞㻥㻥 㻙㻝㻚㻞㻥㻥
標準偏差 㻜㻚㻟㻠㻢 㻜㻚㻞㻢㻠 㻜㻚㻞㻣㻡 㻜㻚㻞㻝㻜 㻜㻚㻜㻢㻢 㻜㻚㻤㻝㻝 㻜㻚㻤㻜㻜 㻜㻚㻢㻜㻟 㻜㻚㻡㻤㻡 㻜㻚㻢㻞㻣
歪度 㻜㻚㻟㻥㻤 㻜㻚㻡㻡㻤 㻜㻚㻜㻟㻢 㻙㻜㻚㻜㻡㻟 㻜㻚㻡㻠㻡 㻜㻚㻜㻢㻤 㻜㻚㻝㻝㻢 㻙㻜㻚㻜㻝㻠 㻜㻚㻜㻜㻣 㻜㻚㻝㻠㻞
尖度 㻡㻚㻝㻠㻢 㻤㻚㻤㻠㻟 㻠㻚㻜㻟㻜 㻝㻜㻚㻝㻢㻝 㻤㻚㻡㻡㻡 㻞㻚㻠㻟㻡 㻞㻚㻡㻠㻜 㻞㻚㻣㻟㻞 㻟㻚㻞㻡㻝 㻟㻚㻜㻥㻡
㻶㼍㼞㼝㼡㼑㻙㻮㼑㼞㼍 㻝㻟㻚㻣㻡㻜 㻤㻤㻚㻠㻣㻜 㻞㻚㻟㻥㻥 㻝㻜㻞㻚㻡㻥㻠 㻝㻝㻞㻚㻝㻠㻝 㻜㻚㻤㻤㻣 㻜㻚㻢㻥㻣 㻜㻚㻝㻤㻞 㻜㻚㻞㻞㻞 㻜㻚㻠㻜㻞
㻼㼞㼛㼎㼍㼎㼕㼘㼕㼠㼥 㻜㻚㻜㻜㻝 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻟㻜㻝 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻢㻠㻞 㻜㻚㻣㻜㻢 㻜㻚㻥㻝㻟 㻜㻚㻤㻥㻡 㻜㻚㻤㻝㻤
平均値の検定（t値） 㻜㻚㻡㻤㻜 㻜㻚㻟㻡㻢 㻜㻚㻜㻠㻠 㻜㻚㻠㻞㻢 㻜㻚㻤㻣㻠 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
平均値の検定（P値） 㻜㻚㻡㻢㻠 㻜㻚㻣㻞㻟 㻜㻚㻥㻢㻡 㻜㻚㻢㻣㻞 㻜㻚㻟㻤㻡 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
データ数 㻢㻟 㻢㻜 㻡㻠 㻠㻤 㻤㻠 㻢㻟 㻢㻟 㻢㻜 㻤㻠 㻝㻜㻤
昭和50年基準
最終確定値
-速報値
確報値
-速報値
年間補正値1
-確報値
年間補正値2
-年間補正値1
最終確定値
-年間補正値
速報値 確報値 年間補正値1 年間補正値2 最終確定値
平均値 㻜㻚㻜㻜㻡 㻙㻜㻚㻝㻜㻟 㻜㻚㻜㻟㻝 㻜㻚㻜㻥㻡 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻞㻣㻟 㻜㻚㻞㻜㻤 㻜㻚㻞㻜㻠 㻜㻚㻞㻤㻥 㻜㻚㻟㻜㻝
中央値 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻝 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻞㻠㻥 㻜㻚㻞㻟㻝 㻜㻚㻟㻜㻡 㻜㻚㻞㻤㻝 㻜㻚㻟㻜㻡
最大値 㻟㻚㻥㻢㻡 㻜㻚㻤㻝㻤 㻝㻚㻟㻢㻡 㻠㻚㻝㻞㻡 㻜㻚㻜㻜㻜 㻝㻚㻤㻡㻜 㻞㻚㻜㻝㻡 㻝㻚㻣㻣㻡 㻠㻚㻠㻡㻡 㻠㻚㻠㻡㻡
最小値 㻙㻝㻚㻡㻜㻢 㻙㻝㻚㻤㻢㻜 㻙㻝㻚㻜㻝㻜 㻙㻝㻚㻢㻜㻢 㻜㻚㻜㻜㻜 㻙㻝㻚㻡㻤㻝 㻙㻝㻚㻤㻢㻡 㻙㻝㻚㻡㻠㻝 㻙㻝㻚㻣㻜㻥 㻙㻝㻚㻣㻜㻥
標準偏差 㻜㻚㻢㻥㻣 㻜㻚㻠㻢㻠 㻜㻚㻟㻥㻜 㻜㻚㻢㻥㻡 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻣㻡㻥 㻜㻚㻣㻥㻠 㻜㻚㻢㻢㻜 㻜㻚㻥㻜㻞 㻜㻚㻤㻞㻞
歪度 㻞㻚㻠㻣㻟 㻙㻝㻚㻟㻜㻡 㻜㻚㻤㻝㻝 㻟㻚㻤㻡㻜 㻌㻺㻭 㻙㻜㻚㻝㻥㻠 㻙㻜㻚㻞㻣㻞 㻙㻜㻚㻝㻡㻢 㻝㻚㻣㻠㻜 㻝㻚㻡㻝㻠
尖度 㻝㻢㻚㻡㻜㻡 㻡㻚㻤㻡㻢 㻡㻚㻞㻥㻤 㻞㻡㻚㻡㻜㻟 㻌㻺㻭 㻞㻚㻤㻤㻠 㻞㻚㻥㻜㻞 㻞㻚㻥㻡㻞 㻝㻜㻚㻤㻝㻡 㻝㻜㻚㻡㻢㻟
㻶㼍㼞㼝㼡㼑㻙㻮㼑㼞㼍 㻡㻥㻠㻚㻢㻢㻡 㻠㻝㻚㻝㻢㻝 㻝㻥㻚㻣㻣㻝 㻝㻝㻟㻝㻚㻟㻟㻡 㻌㻺㻭 㻜㻚㻠㻣㻟 㻜㻚㻤㻣㻥 㻜㻚㻞㻡㻜 㻝㻠㻢㻚㻟㻣㻥 㻝㻥㻥㻚㻝㻠㻝
㻼㼞㼛㼎㼍㼎㼕㼘㼕㼠㼥 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻌㻺㻭 㻜㻚㻣㻤㻥 㻜㻚㻢㻠㻠 㻜㻚㻤㻤㻟 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜
平均値の検定（t値） 㻜㻚㻜㻢㻡 㻙㻝㻚㻤㻜㻡 㻜㻚㻢㻝㻟 㻜㻚㻥㻠㻢 㻺㻭 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
平均値の検定（P値） 㻜㻚㻥㻠㻥 㻜㻚㻜㻣㻢 㻜㻚㻡㻠㻞 㻜㻚㻟㻠㻥 㻝㻚㻜㻜㻜 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
データ数 㻢㻥 㻢㻢 㻢㻜 㻠㻤 㻠㻤 㻢㻥 㻢㻥 㻢㻜 㻠㻤 㻣㻞
14
杉本
（原指数）
平成22年基準
最終確定値
-速報値
暫定確報値
-速報値
確報値
-暫定確報値
年間補正値
-確報値
最終確定値
-年間補正値
速報値 暫定確報値 確報値 年間補正値 最終確定値
平均値 㻜㻚㻜㻜㻡 㻙㻜㻚㻜㻝㻢 㻜㻚㻜㻝㻡 㻜㻚㻜㻝㻟 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻤㻠㻟 㻜㻚㻤㻣㻟 㻜㻚㻣㻤㻝 㻜㻚㻠㻡㻞 㻜㻚㻠㻤㻜
中央値 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻤㻤㻢 㻜㻚㻤㻟㻜 㻜㻚㻣㻡㻟 㻜㻚㻢㻟㻠 㻜㻚㻢㻤㻥
最大値 㻜㻚㻡㻟㻜 㻜㻚㻞㻜㻡 㻜㻚㻞㻢㻡 㻜㻚㻝㻜㻟 㻜㻚㻜㻜㻜 㻞㻚㻞㻡㻥 㻞㻚㻠㻢㻠 㻞㻚㻢㻟㻞 㻞㻚㻢㻟㻞 㻞㻚㻢㻟㻞
最小値 㻙㻜㻚㻠㻥㻟 㻙㻜㻚㻟㻥㻤 㻙㻜㻚㻝㻜㻝 㻙㻜㻚㻞㻥㻟 㻜㻚㻜㻜㻜 㻙㻝㻚㻟㻜㻝 㻙㻝㻚㻠㻜㻝 㻙㻝㻚㻥㻜㻤 㻙㻞㻚㻜㻠㻣 㻙㻞㻚㻜㻠㻣
標準偏差 㻜㻚㻞㻞㻞 㻜㻚㻝㻢㻥 㻜㻚㻜㻥㻞 㻜㻚㻜㻤㻝 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻣㻞㻝 㻜㻚㻤㻜㻠 㻜㻚㻥㻣㻜 㻝㻚㻝㻣㻞 㻝㻚㻝㻡㻢
歪度 㻙㻜㻚㻝㻠㻜 㻙㻜㻚㻠㻜㻞 㻜㻚㻥㻜㻟 㻙㻝㻚㻠㻤㻥 㻌㻺㻭 㻙㻜㻚㻡㻞㻝 㻙㻜㻚㻟㻟㻠 㻙㻜㻚㻠㻞㻤 㻙㻜㻚㻟㻤㻤 㻙㻜㻚㻠㻠㻥
尖度 㻟㻚㻟㻡㻜 㻞㻚㻢㻝㻥 㻟㻚㻡㻤㻝 㻢㻚㻤㻞㻥 㻌㻺㻭 㻟㻚㻤㻤㻢 㻟㻚㻡㻣㻠 㻟㻚㻣㻤㻠 㻞㻚㻣㻢㻣 㻞㻚㻤㻠㻥
㻶㼍㼞㼝㼡㼑㻙㻮㼑㼞㼍 㻜㻚㻞㻢㻥 㻝㻚㻜㻞㻟 㻠㻚㻢㻡㻞 㻟㻡㻚㻞㻥㻠 㻌㻺㻭 㻞㻚㻠㻥㻠 㻝㻚㻜㻟㻟 㻞㻚㻜㻞㻞 㻝㻚㻞㻜㻠 㻝㻚㻡㻤㻣
㻼㼞㼛㼎㼍㼎㼕㼘㼕㼠㼥 㻜㻚㻤㻣㻠 㻜㻚㻡㻥㻥 㻜㻚㻜㻥㻤 㻜㻚㻜㻜㻜 㻌㻺㻭 㻜㻚㻞㻤㻣 㻜㻚㻡㻥㻣 㻜㻚㻟㻢㻠 㻜㻚㻡㻠㻤 㻜㻚㻠㻡㻞
平均値の検定（t値） 㻜㻚㻝㻞㻡 㻙㻜㻚㻡㻞㻣 㻜㻚㻥㻞㻣 㻜㻚㻥㻢㻝 㻺㻭 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
平均値の検定（P値） 㻜㻚㻥㻜㻞 㻜㻚㻢㻜㻞 㻜㻚㻟㻢㻝 㻜㻚㻟㻠㻟 㻝㻚㻜㻜㻜 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
データ数 㻟㻞 㻟㻝 㻟㻝 㻟㻢 㻠㻠 㻟㻞 㻟㻞 㻟㻢 㻠㻠 㻠㻢
平成17年基準
最終確定値
-速報値
暫定確報値
-速報値
確報値
-暫定確報値
年間補正値
-確報値
最終確定値
-年間補正値
速報値 暫定確報値 確報値 年間補正値 最終確定値
平均値 㻜㻚㻜㻤㻜 㻜㻚㻜㻟㻢 㻜㻚㻜㻜㻟 㻜㻚㻜㻠㻠 㻜㻚㻜㻜㻜 㻙㻜㻚㻞㻜㻢 㻙㻜㻚㻞㻥㻡 㻙㻜㻚㻠㻠㻥 㻙㻜㻚㻠㻤㻟 㻙㻜㻚㻠㻡㻤
中央値 㻜㻚㻜㻥㻞 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻠㻜㻤 㻜㻚㻡㻝㻜 㻜㻚㻡㻜㻣 㻜㻚㻟㻝㻥 㻜㻚㻟㻝㻡
最大値 㻜㻚㻥㻢㻤 㻜㻚㻠㻞㻝 㻜㻚㻠㻟㻝 㻜㻚㻟㻞㻟 㻜㻚㻜㻜㻜 㻠㻚㻝㻢㻣 㻠㻚㻝㻢㻣 㻠㻚㻝㻢㻣 㻠㻚㻝㻢㻣 㻠㻚㻝㻢㻣
最小値 㻙㻜㻚㻠㻢㻤 㻙㻜㻚㻟㻥㻥 㻙㻜㻚㻞㻞㻜 㻙㻜㻚㻞㻤㻝 㻜㻚㻜㻜㻜 㻙㻢㻚㻣㻤㻢 㻙㻣㻚㻣㻡㻟 㻙㻣㻚㻢㻢㻡 㻙㻣㻚㻢㻢㻡 㻙㻣㻚㻢㻢㻡
標準偏差 㻜㻚㻞㻢㻡 㻜㻚㻝㻤㻤 㻜㻚㻝㻞㻜 㻜㻚㻝㻞㻠 㻜㻚㻜㻜㻜 㻞㻚㻞㻥㻠 㻞㻚㻠㻤㻟 㻞㻚㻢㻠㻝 㻞㻚㻡㻠㻠 㻞㻚㻠㻥㻣
歪度 㻜㻚㻢㻥㻝 㻙㻜㻚㻜㻥㻟 㻜㻚㻣㻟㻜 㻜㻚㻞㻣㻝 㻌㻺㻭 㻙㻜㻚㻥㻡㻡 㻙㻝㻚㻜㻢㻤 㻙㻝㻚㻜㻞㻢 㻙㻜㻚㻥㻥㻜 㻙㻜㻚㻥㻥㻢
尖度 㻠㻚㻠㻣㻝 㻞㻚㻣㻣㻞 㻠㻚㻥㻣㻞 㻞㻚㻥㻣㻣 㻌㻺㻭 㻟㻚㻡㻝㻝 㻟㻚㻣㻢㻠 㻟㻚㻠㻢㻡 㻟㻚㻠㻢㻥 㻟㻚㻡㻡㻞
㻶㼍㼞㼝㼡㼑㻙㻮㼑㼞㼍 㻝㻞㻚㻣㻞㻠 㻜㻚㻞㻢㻢 㻝㻤㻚㻡㻡㻝 㻜㻚㻤㻤㻝 㻌㻺㻭 㻝㻞㻚㻞㻜㻡 㻝㻢㻚㻜㻣㻡 㻝㻠㻚㻜㻝㻥 㻝㻠㻚㻠㻥㻥 㻝㻢㻚㻜㻞㻥
㻼㼞㼛㼎㼍㼎㼕㼘㼕㼠㼥 㻜㻚㻜㻜㻞 㻜㻚㻤㻣㻡 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻢㻠㻠 㻌㻺㻭 㻜㻚㻜㻜㻞 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻝 㻜㻚㻜㻜㻝 㻜㻚㻜㻜㻜
平均値の検定（t値） 㻞㻚㻢㻜㻠 㻝㻚㻢㻞㻥 㻜㻚㻝㻤㻟 㻞㻚㻥㻣㻝 㻺㻭 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
平均値の検定（P値） 㻜㻚㻜㻝㻝 㻜㻚㻝㻜㻤 㻜㻚㻤㻡㻢 㻜㻚㻜㻜㻠 㻝㻚㻜㻜㻜 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
データ数 㻣㻡 㻣㻠 㻣㻠 㻣㻞 㻤㻠 㻣㻡 㻣㻡 㻣㻢 㻤㻠 㻥㻜
平成12年基準
最終確定値
-速報値
確報値
-速報値
年間補正値
-確報値
最終確定値
-年間補正値
速報値 確報値 年間補正値 最終確定値
平均値 㻜㻚㻜㻡㻢 㻙㻜㻚㻜㻜㻢 㻜㻚㻜㻢㻢 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻥㻡㻝 㻝㻚㻝㻠㻜 㻝㻚㻟㻞㻞 㻝㻚㻜㻟㻤
中央値 㻜㻚㻜㻤㻥 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻥㻞 㻜㻚㻜㻜㻜 㻝㻚㻠㻢㻤 㻝㻚㻡㻟㻝 㻝㻚㻡㻣㻞 㻝㻚㻡㻜㻥
最大値 㻜㻚㻢㻝㻤 㻜㻚㻣㻞㻣 㻜㻚㻠㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻟㻚㻟㻞㻣 㻟㻚㻢㻞㻜 㻟㻚㻣㻝㻤 㻟㻚㻣㻝㻤
最小値 㻙㻜㻚㻠㻣㻤 㻙㻜㻚㻡㻥㻟 㻙㻜㻚㻤㻝㻣 㻜㻚㻜㻜㻜 㻙㻢㻚㻤㻞㻤 㻙㻢㻚㻡㻥㻜 㻙㻟㻚㻢㻢㻜 㻙㻢㻚㻤㻞㻤
標準偏差 㻜㻚㻞㻟㻜 㻜㻚㻞㻞㻠 㻜㻚㻝㻢㻝 㻜㻚㻜㻜㻜 㻞㻚㻜㻥㻞 㻝㻚㻤㻡㻝 㻝㻚㻠㻟㻡 㻞㻚㻜㻜㻝
歪度 㻜㻚㻜㻝㻤 㻜㻚㻡㻜㻤 㻙㻞㻚㻠㻝㻟 㻙㻜㻚㻜㻟㻞 㻙㻝㻚㻥㻠㻜 㻙㻝㻚㻥㻢㻞 㻙㻝㻚㻝㻢㻟 㻙㻝㻚㻥㻤㻝
尖度 㻞㻚㻥㻜㻜 㻠㻚㻥㻞㻡 㻝㻢㻚㻡㻤㻠 㻠㻚㻜㻢㻠 㻢㻚㻥㻝㻟 㻣㻚㻢㻞㻤 㻠㻚㻣㻢㻡 㻣㻚㻣㻜㻜
㻶㼍㼞㼝㼡㼑㻙㻮㼑㼞㼍 㻜㻚㻜㻞㻤 㻝㻝㻚㻢㻡㻞 㻡㻝㻥㻚㻡㻠㻝 㻟㻚㻠㻝㻝 㻣㻡㻚㻥㻞㻢 㻥㻡㻚㻝㻜㻜 㻞㻡㻚㻡㻤㻡 㻝㻝㻤㻚㻜㻥㻟
㻼㼞㼛㼎㼍㼎㼕㼘㼕㼠㼥 㻜㻚㻥㻤㻢 㻜㻚㻜㻜㻟 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻝㻤㻞 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜
平均値の検定（t値） 㻝㻚㻤㻣㻠 㻙㻜㻚㻞㻜㻥 㻟㻚㻝㻣㻡 㻙㻜㻚㻜㻟㻜 㻙 㻙 㻙 㻙
平均値の検定（P値） 㻜㻚㻜㻢㻢 㻜㻚㻤㻟㻡 㻜㻚㻜㻜㻞 㻜㻚㻥㻣㻢 㻙 㻙 㻙 㻙
データ数 㻢㻜 㻡㻥 㻢㻜 㻣㻞 㻢㻜 㻢㻞 㻣㻞 㻣㻡
平成7年基準
最終確定値
-速報値
確報値
-速報値
年間補正値
-確報値
最終確定値
-年間補正値
速報値 確報値 年間補正値 最終確定値
平均値 㻙㻜㻚㻜㻢㻡 㻜㻚㻜㻜㻤 㻙㻜㻚㻜㻢㻡 㻜㻚㻜㻜㻜 㻝㻚㻝㻣㻜 㻝㻚㻝㻞㻝 㻜㻚㻥㻤㻠 㻝㻚㻜㻣㻞
中央値 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻙㻜㻚㻜㻤㻥 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻥㻠㻥 㻜㻚㻥㻞㻤 㻜㻚㻥㻜㻜 㻜㻚㻥㻠㻝
最大値 㻝㻚㻥㻣㻟 㻝㻚㻞㻢㻤 㻝㻚㻣㻝㻡 㻜㻚㻜㻜㻜 㻡㻚㻟㻤㻡 㻡㻚㻞㻣㻠 㻡㻚㻟㻤㻜 㻡㻚㻟㻤㻜
最小値 㻙㻝㻚㻝㻞㻠 㻙㻜㻚㻣㻥㻢 㻙㻝㻚㻝㻞㻠 㻜㻚㻜㻜㻜 㻙㻞㻚㻠㻤㻠 㻙㻞㻚㻠㻜㻠 㻙㻞㻚㻤㻜㻠 㻙㻞㻚㻤㻜㻠
標準偏差 㻜㻚㻡㻝㻞 㻜㻚㻞㻡㻠 㻜㻚㻠㻞㻝 㻜㻚㻜㻜㻜 㻝㻚㻡㻣㻡 㻝㻚㻢㻞㻝 㻝㻚㻢㻡㻡 㻝㻚㻢㻢㻥
歪度 㻜㻚㻤㻞㻝 㻝㻚㻟㻞㻥 㻜㻚㻥㻥㻢 㻌㻺㻭 㻙㻜㻚㻝㻟㻞 㻙㻜㻚㻜㻣㻣 㻜㻚㻜㻠㻜 㻙㻜㻚㻜㻟㻞
尖度 㻡㻚㻥㻟㻢 㻝㻟㻚㻝㻟㻞 㻣㻚㻠㻠㻠 㻌㻺㻭 㻞㻚㻣㻡㻤 㻞㻚㻠㻣㻞 㻞㻚㻤㻥㻣 㻞㻚㻣㻤㻝
㻶㼍㼞㼝㼡㼑㻙㻮㼑㼞㼍 㻞㻤㻚㻣㻣㻞 㻞㻣㻠㻚㻞㻤㻣 㻡㻥㻚㻞㻤㻠 㻌㻺㻭 㻜㻚㻟㻞㻢 㻜㻚㻣㻤㻜 㻜㻚㻜㻠㻟 㻜㻚㻝㻟㻢
㻼㼞㼛㼎㼍㼎㼕㼘㼕㼠㼥 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻌㻺㻭 㻜㻚㻤㻡㻜 㻜㻚㻢㻣㻣 㻜㻚㻥㻣㻥 㻜㻚㻥㻟㻠
平均値の検定（t値） 㻙㻜㻚㻥㻥㻣 㻜㻚㻞㻟㻠 㻙㻝㻚㻞㻜㻞 㻺㻭 㻙 㻙 㻙 㻙
平均値の検定（P値） 㻜㻚㻟㻞㻟 㻜㻚㻤㻝㻢 㻜㻚㻞㻟㻠 㻝㻚㻜㻜㻜 㻙 㻙 㻙 㻙
データ数 㻢㻝 㻢㻜 㻢㻜 㻢㻜 㻢㻝 㻢㻞 㻢㻜 㻢㻟
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第3次産業活動指数のデータ改定
平成2年基準
最終確定値
-速報値
確報値
-速報値
年間補正値1
-確報値
年間補正値2
-年間補正値1
最終確定値
-年間補正値
速報値 確報値 年間補正値1 年間補正値2 最終確定値
平均値 㻜㻚㻝㻟㻜 㻜㻚㻜㻡㻣 㻜㻚㻜㻟㻜 㻜㻚㻜㻣㻞 㻙㻜㻚㻜㻝㻞 㻝㻚㻞㻟㻜 㻝㻚㻠㻟㻢 㻝㻚㻢㻣㻢 㻝㻚㻥㻟㻟 㻝㻚㻝㻥㻢
中央値 㻜㻚㻝㻟㻞 㻜㻚㻜㻤㻞 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻥㻟 㻜㻚㻜㻜㻜 㻝㻚㻢㻣㻝 㻝㻚㻤㻝㻞 㻝㻚㻤㻥㻠 㻞㻚㻝㻤㻠 㻝㻚㻣㻟㻢
最大値 㻝㻚㻞㻝㻥 㻝㻚㻟㻢㻠 㻜㻚㻢㻡㻣 㻜㻚㻣㻠㻡 㻜㻚㻜㻜㻜 㻠㻚㻥㻠㻞 㻠㻚㻟㻢㻢 㻠㻚㻡㻝㻥 㻠㻚㻞㻞㻜 㻠㻚㻡㻝㻥
最小値 㻙㻜㻚㻢㻣㻡 㻙㻝㻚㻜㻡㻣 㻙㻜㻚㻢㻣㻡 㻙㻜㻚㻟㻤㻜 㻙㻜㻚㻝㻥㻡 㻙㻟㻚㻞㻤㻥 㻙㻞㻚㻤㻟㻜 㻙㻞㻚㻜㻝㻞 㻙㻞㻚㻜㻝㻞 㻙㻟㻚㻞㻤㻥
標準偏差 㻜㻚㻠㻜㻤 㻜㻚㻟㻣㻡 㻜㻚㻞㻥㻟 㻜㻚㻞㻡㻤 㻜㻚㻜㻠㻣 㻝㻚㻣㻤㻝 㻝㻚㻢㻞㻤 㻝㻚㻟㻢㻡 㻝㻚㻞㻣㻝 㻝㻚㻣㻥㻟
歪度 㻜㻚㻡㻢㻜 㻜㻚㻡㻥㻟 㻙㻜㻚㻟㻠㻝 㻜㻚㻟㻞㻣 㻙㻟㻚㻢㻝㻤 㻙㻜㻚㻣㻠㻢 㻙㻜㻚㻤㻡㻤 㻙㻜㻚㻠㻞㻢 㻙㻜㻚㻥㻟㻣 㻙㻜㻚㻡㻡㻜
尖度 㻟㻚㻠㻜㻢 㻡㻚㻢㻢㻝 㻞㻚㻥㻥㻠 㻟㻚㻜㻞㻣 㻝㻠㻚㻜㻥㻥 㻞㻚㻥㻞㻢 㻟㻚㻜㻤㻥 㻟㻚㻜㻠㻝 㻠㻚㻜㻟㻢 㻞㻚㻡㻥㻜
㻶㼍㼞㼝㼡㼑㻙㻮㼑㼞㼍 㻟㻚㻡㻠㻤 㻞㻜㻚㻝㻢㻞 㻜㻚㻥㻤㻥 㻜㻚㻤㻡㻢 㻟㻡㻝㻚㻝㻞㻝 㻡㻚㻡㻣㻡 㻣㻚㻟㻤㻜 㻝㻚㻤㻞㻝 㻥㻚㻝㻣㻜 㻠㻚㻝㻟㻞
㻼㼞㼛㼎㼍㼎㼕㼘㼕㼠㼥 㻜㻚㻝㻣㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻢㻝㻜 㻜㻚㻢㻡㻞 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻢㻞 㻜㻚㻜㻞㻡 㻜㻚㻠㻜㻞 㻜㻚㻜㻝㻜 㻜㻚㻝㻞㻣
平均値の検定（t値） 㻞㻚㻠㻡㻥 㻝㻚㻝㻠㻞 㻜㻚㻣㻟㻞 㻝㻚㻥㻟㻝 㻙㻝㻚㻣㻣㻜 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
平均値の検定（P値） 㻜㻚㻜㻝㻣 㻜㻚㻞㻡㻤 㻜㻚㻠㻢㻤 㻜㻚㻜㻢㻜 㻜㻚㻜㻤㻟 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
データ数 㻢㻜 㻡㻣 㻡㻝 㻠㻤 㻠㻤 㻢㻜 㻢㻜 㻢㻜 㻠㻤 㻣㻞
昭和60年基準
最終確定値
-速報値
確報値
-速報値
年間補正値1
-確報値
年間補正値2
-年間補正値1
最終確定値
-年間補正値
速報値 確報値 年間補正値1 年間補正値2 最終確定値
平均値 㻙㻜㻚㻞㻝㻞 㻙㻜㻚㻜㻣㻝 㻙㻜㻚㻞㻜㻝 㻜㻚㻞㻞㻞 㻜㻚㻜㻜㻜 㻞㻚㻤㻡㻠 㻟㻚㻜㻡㻜 㻟㻚㻥㻜㻜 㻠㻚㻥㻢㻜 㻟㻚㻠㻞㻥
中央値 㻙㻜㻚㻝㻞㻝 㻙㻜㻚㻜㻣㻞 㻙㻜㻚㻜㻤㻠 㻜㻚㻝㻥㻡 㻜㻚㻜㻜㻜 㻞㻚㻢㻢㻡 㻞㻚㻤㻣㻟 㻟㻚㻥㻝㻜 㻠㻚㻣㻠㻢 㻟㻚㻟㻣㻠
最大値 㻝㻚㻣㻢㻝 㻝㻚㻞㻜㻟 㻜㻚㻤㻤㻣 㻝㻚㻜㻞㻢 㻜㻚㻜㻜㻜 㻝㻜㻚㻟㻤㻟 㻝㻜㻚㻢㻞㻟 㻝㻜㻚㻜㻠㻣 㻝㻜㻚㻢㻤㻜 㻝㻜㻚㻢㻤㻜
最小値 㻙㻞㻚㻟㻣㻞 㻙㻝㻚㻝㻢㻜 㻙㻝㻚㻡㻡㻤 㻙㻜㻚㻢㻤㻝 㻜㻚㻜㻜㻜 㻙㻝㻚㻣㻣㻟 㻙㻞㻚㻜㻜㻡 㻙㻜㻚㻥㻣㻝 㻙㻜㻚㻜㻣㻝 㻙㻞㻚㻜㻜㻡
標準偏差 㻜㻚㻢㻟㻜 㻜㻚㻠㻞㻝 㻜㻚㻠㻡㻢 㻜㻚㻠㻝㻤 㻜㻚㻜㻜㻜 㻞㻚㻢㻟㻡 㻞㻚㻣㻥㻥 㻞㻚㻢㻜㻡 㻞㻚㻞㻥㻣 㻞㻚㻥㻠㻥
歪度 㻙㻜㻚㻝㻣㻠 㻜㻚㻜㻝㻢 㻙㻜㻚㻥㻤㻠 㻙㻜㻚㻝㻞㻠 㻌㻺㻭 㻜㻚㻡㻟㻞 㻜㻚㻠㻜㻠 㻙㻜㻚㻜㻟㻝 㻜㻚㻝㻠㻟 㻜㻚㻞㻠㻝
尖度 㻢㻚㻞㻝㻡 㻠㻚㻠㻞㻟 㻠㻚㻢㻣㻥 㻞㻚㻟㻡㻞 㻌㻺㻭 㻞㻚㻣㻥㻝 㻞㻚㻡㻝㻥 㻞㻚㻝㻢㻤 㻞㻚㻠㻣㻟 㻞㻚㻝㻝㻟
㻶㼍㼞㼝㼡㼑㻙㻮㼑㼞㼍 㻞㻢㻚㻝㻟㻥 㻠㻚㻤㻜㻥 㻝㻠㻚㻞㻞㻠 㻜㻚㻥㻢㻞 㻌㻺㻭 㻞㻚㻥㻟㻤 㻞㻚㻞㻝㻠 㻝㻚㻣㻠㻜 㻜㻚㻣㻞㻜 㻟㻚㻜㻢㻝
㻼㼞㼛㼎㼍㼎㼕㼘㼕㼠㼥 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻥㻜 㻜㻚㻜㻜㻝 㻜㻚㻢㻝㻤 㻌㻺㻭 㻜㻚㻞㻟㻜 㻜㻚㻟㻟㻝 㻜㻚㻠㻝㻥 㻜㻚㻢㻥㻤 㻜㻚㻞㻝㻢
平均値の検定（t値） 㻙㻞㻚㻢㻜㻠 㻙㻝㻚㻞㻣㻥 㻙㻟㻚㻝㻠㻣 㻟㻚㻢㻣㻤 㻺㻭 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
平均値の検定（P値） 㻜㻚㻜㻝㻞 㻜㻚㻞㻜㻢 㻜㻚㻜㻜㻟 㻜㻚㻜㻜㻝 㻝㻚㻜㻜㻜 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
データ数 㻢㻜 㻡㻣 㻡㻝 㻠㻤 㻠㻤 㻢㻜 㻢㻜 㻢㻜 㻠㻤 㻣㻞
昭和55年基準
最終確定値
-速報値
確報値
-速報値
年間補正値1
-確報値
年間補正値2
-年間補正値1
最終確定値
-年間補正値
速報値 確報値 年間補正値1 年間補正値2 最終確定値
平均値 㻜㻚㻝㻜㻝 㻜㻚㻜㻞㻤 㻜㻚㻜㻝㻞 㻜㻚㻝㻞㻠 㻙㻜㻚㻜㻣㻣 㻠㻚㻢㻟㻤 㻠㻚㻢㻝㻤 㻠㻚㻟㻡㻣 㻟㻚㻤㻥㻝 㻠㻚㻞㻝㻞
中央値 㻜㻚㻜㻞㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻡㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻠㻚㻣㻣㻠 㻠㻚㻤㻤㻜 㻠㻚㻟㻟㻢 㻟㻚㻤㻜㻥 㻠㻚㻜㻜㻡
最大値 㻝㻚㻣㻠㻝 㻝㻚㻞㻤㻞 㻜㻚㻣㻞㻝 㻜㻚㻣㻟㻥 㻜㻚㻜㻜㻡 㻢㻚㻥㻞㻡 㻣㻚㻝㻤㻟 㻢㻚㻥㻥㻥 㻢㻚㻠㻞㻞 㻣㻚㻜㻜㻣
最小値 㻙㻜㻚㻣㻝㻝 㻙㻜㻚㻤㻣㻢 㻙㻜㻚㻟㻡㻜 㻙㻜㻚㻟㻥㻥 㻙㻜㻚㻢㻠㻣 㻝㻚㻤㻢㻢 㻝㻚㻤㻢㻢 㻝㻚㻤㻢㻢 㻝㻚㻠㻥㻝 㻝㻚㻠㻥㻝
標準偏差 㻜㻚㻠㻢㻞 㻜㻚㻟㻠㻥 㻜㻚㻝㻢㻥 㻜㻚㻞㻢㻜 㻜㻚㻝㻟㻡 㻝㻚㻝㻣㻟 㻝㻚㻝㻢㻣 㻝㻚㻝㻝㻠 㻝㻚㻜㻜㻤 㻝㻚㻞㻜㻞
歪度 㻝㻚㻟㻤㻟 㻝㻚㻝㻞㻜 㻝㻚㻞㻞㻞 㻜㻚㻞㻜㻠 㻙㻞㻚㻞㻡㻞 㻙㻜㻚㻝㻠㻞 㻙㻜㻚㻝㻥㻟 㻜㻚㻜㻡㻥 㻜㻚㻟㻢㻞 㻜㻚㻞㻞㻣
尖度 㻢㻚㻞㻟㻡 㻢㻚㻤㻢㻟 㻣㻚㻡㻝㻝 㻞㻚㻟㻟㻜 㻤㻚㻝㻝㻥 㻞㻚㻞㻝㻠 㻞㻚㻟㻤㻠 㻞㻚㻟㻠㻟 㻟㻚㻠㻡㻜 㻞㻚㻠㻤㻜
㻶㼍㼞㼝㼡㼑㻙㻮㼑㼞㼍 㻠㻣㻚㻡㻡㻠 㻠㻥㻚㻤㻟㻤 㻡㻥㻚㻞㻝㻢 㻝㻚㻞㻟㻞 㻝㻢㻞㻚㻣㻠㻠 㻝㻚㻤㻟㻞 㻝㻚㻟㻤㻤 㻝㻚㻝㻝㻟 㻞㻚㻡㻠㻜 㻞㻚㻝㻠㻟
㻼㼞㼛㼎㼍㼎㼕㼘㼕㼠㼥 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻡㻠㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻠㻜㻜 㻜㻚㻡㻜㻜 㻜㻚㻡㻣㻟 㻜㻚㻞㻤㻝 㻜㻚㻟㻠㻟
平均値の検定（t値） 㻝㻚㻣㻞㻤 㻜㻚㻢㻟㻞 㻜㻚㻡㻟㻟 㻟㻚㻞㻥㻡 㻙㻡㻚㻞㻠㻜 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
平均値の検定（P値） 㻜㻚㻜㻤㻥 㻜㻚㻡㻟㻜 㻜㻚㻡㻥㻢 㻜㻚㻜㻜㻞 㻜㻚㻜㻜㻜 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
データ数 㻢㻟 㻢㻜 㻡㻠 㻠㻤 㻤㻠 㻢㻟 㻢㻟 㻢㻜 㻤㻠 㻝㻜㻤
昭和50年基準
最終確定値
-速報値
確報値
-速報値
年間補正値1
-確報値
年間補正値2
-年間補正値1
最終確定値
-年間補正値
速報値 確報値 年間補正値1 年間補正値2 最終確定値
平均値 㻜㻚㻢㻢㻡 㻜㻚㻜㻡㻝 㻜㻚㻜㻞㻜 㻜㻚㻤㻝㻥 㻜㻚㻜㻜㻜 㻞㻚㻥㻝㻣 㻞㻚㻥㻜㻝 㻟㻚㻜㻥㻟 㻟㻚㻤㻤㻝 㻟㻚㻣㻥㻠
中央値 㻜㻚㻜㻣㻢 㻙㻜㻚㻜㻣㻢 㻜㻚㻜㻜㻜 㻙㻜㻚㻞㻣㻞 㻜㻚㻜㻜㻜 㻞㻚㻣㻝㻡 㻞㻚㻥㻡㻤 㻟㻚㻝㻜㻤 㻠㻚㻡㻠㻣 㻟㻚㻤㻠㻜
最大値 㻢㻚㻡㻠㻥 㻠㻚㻣㻡㻠 㻞㻚㻣㻤㻡 㻢㻚㻟㻝㻟 㻜㻚㻜㻜㻜 㻤㻚㻥㻟㻜 㻤㻚㻡㻜㻥 㻣㻚㻢㻠㻠 㻣㻚㻥㻝㻣 㻣㻚㻥㻝㻣
最小値 㻙㻟㻚㻢㻣㻣 㻙㻞㻚㻜㻟㻠 㻙㻟㻚㻣㻥㻠 㻙㻞㻚㻞㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻙㻝㻚㻡㻡㻥 㻙㻝㻚㻢㻟㻡 㻙㻝㻚㻣㻟㻡 㻙㻞㻚㻞㻟㻣 㻙㻞㻚㻞㻟㻣
標準偏差 㻞㻚㻝㻢㻞 㻝㻚㻝㻣㻠 㻝㻚㻟㻥㻜 㻞㻚㻢㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻞㻚㻠㻠㻣 㻞㻚㻡㻟㻠 㻞㻚㻡㻥㻟 㻞㻚㻥㻝㻥 㻞㻚㻠㻝㻢
歪度 㻜㻚㻥㻥㻥 㻞㻚㻟㻡㻝 㻙㻝㻚㻞㻤㻞 㻝㻚㻜㻠㻜 㻌㻺㻭 㻜㻚㻟㻣㻡 㻜㻚㻝㻜㻠 㻜㻚㻜㻞㻝 㻙㻜㻚㻡㻣㻟 㻙㻜㻚㻡㻢㻞
尖度 㻟㻚㻢㻝㻢 㻝㻜㻚㻢㻢㻟 㻠㻚㻥㻤㻣 㻞㻚㻠㻟㻠 㻌㻺㻭 㻞㻚㻥㻤㻟 㻞㻚㻞㻡㻝 㻞㻚㻜㻣㻝 㻞㻚㻞㻝㻞 㻟㻚㻜㻝㻝
㻶㼍㼞㼝㼡㼑㻙㻮㼑㼞㼍 㻝㻞㻚㻞㻝㻡 㻞㻝㻡㻚㻡㻢㻜 㻞㻠㻚㻝㻞㻠 㻥㻚㻞㻥㻡 㻌㻺㻭 㻝㻚㻡㻣㻡 㻝㻚㻢㻝㻝 㻞㻚㻝㻢㻞 㻟㻚㻤㻢㻥 㻟㻚㻣㻤㻡
㻼㼞㼛㼎㼍㼎㼕㼘㼕㼠㼥 㻜㻚㻜㻜㻞 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻜㻜 㻜㻚㻜㻝㻜 㻌㻺㻭 㻜㻚㻠㻡㻡 㻜㻚㻠㻠㻣 㻜㻚㻟㻟㻥 㻜㻚㻝㻠㻠 㻜㻚㻝㻡㻝
平均値の検定（t値） 㻞㻚㻡㻝㻣 㻜㻚㻟㻠㻥 㻜㻚㻝㻜㻥 㻞㻚㻝㻤㻞 㻺㻭 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
平均値の検定（P値） 㻜㻚㻜㻝㻠 㻜㻚㻣㻞㻤 㻜㻚㻥㻝㻠 㻜㻚㻜㻟㻠 㻝㻚㻜㻜㻜 㻙 㻙 㻙 㻙 㻙
データ数 㻢㻣 㻢㻠 㻡㻡 㻠㻤 㻠㻤 㻢㻣 㻢㻠 㻢㻜 㻠㻤 㻣㻞
16
杉本
付表2．推定結果
（季節調整指数）
平成22年基準 wald検定
式番号 被説明変数 説明変数 係数 t値 p値
自由度修正
済決定係数 6(5 F値 自由度 p値 判定
 最終確定値-速報値 定数項         計測誤差
速報値   
 暫定確報値－速報値 定数項         計測誤差
速報値   
 確報値－暫定確報値 定数項         計測誤差
暫定確報値   
 年間補正値-確報値 定数項         計測誤差
確報値   
平成17年基準 wald検定
式番号 被説明変数 説明変数 係数 t値 p値
自由度修正
済決定係数 6(5 F値 自由度 p値 判定
 最終確定値-速報値 定数項         計測誤差
速報値   
 暫定確報値－速報値 定数項         予測誤差
速報値   
 確報値－暫定確報値 定数項         予測誤差
暫定確報値   
 年間補正値-確報値 定数項         計測誤差
確報値   
平成12年基準 wald検定
式番号 被説明変数 説明変数 係数 t値 p値
自由度修正
済決定係数 6(5 F値 自由度 p値 判定
 最終確定値-速報値 定数項         計測誤差
速報値   
 確報値-速報値 定数項         計測誤差
速報値   
 年間補正値-確報値 定数項         計測誤差
確報値   
平成7年基準 wald検定
式番号 被説明変数 説明変数 係数 t値 p値
自由度修正
済決定係数 6(5 F値 自由度 p値 判定
 最終確定値-速報値 定数項         計測誤差
速報値   
 確報値-速報値 定数項         予測誤差
速報値   
 年間補正値-確報値 定数項         計測誤差
確報値   
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平成2年基準 wald検定
式番号 被説明変数 説明変数 係数 t値 p値
自由度修正
済決定係数 6(5 F値 自由度 p値 判定
 最終確定値-速報値 定数項         計測誤差
速報値   
 確報値-速報値 定数項         予測誤差
速報値   
 年間補正値1-確報値 定数項         計測誤差
確報値   
 年間補正値2-年間補正値1 定数項         予測誤差
年間補正値1   
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A Study on Data Revision of Indices of Tertiary Industry Activity 
Ryohei SUGIMOTO
International Exchange Center, Tokyo University of Social Welfare (Oji Campus), 
2-1-11, Horihune, Kita-ku, Tokyo, 114-0004, Japan
Abstract : It seems that the importance of the Third Industrial Activity Index released by the Ministry of Economy, Trade 
and Industry is increasing as the service of the economy has deepened. Therefore, this paper created real - time data from 
the fourth to sixth years of 1978 on the seasonally adjusted index and original index of the overall index, and verifies 
whether the revision is prediction error or measurement error. As a result, the seasonally adjusted index was roughly 
obtained to be a measurement error. On the other hand, although the current 2010 base year in the original index is a 
prediction error, it was obtained that the measurement error roughly in the past reference year. Therefore, it can be a factor 
of a serious fallacy in the economic judgment and the policy evaluation depending on when the publication takes place, 
even if the data used is the same period.
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